
第２章 高齢者及び精神障害のある者による犯罪等の動向

本章においては，各種統計資料に基づき，高齢者・精神障害のある者による犯罪等の検挙人

員等の推移のほか，処遇の各段階における高齢者・精神障害のある者の基本的属性や再犯の状

況等について概観することとする。

第１節 高齢者

本節においては，主に最近20年間の高齢犯罪者の動向について，総数・女性別又は男女別に

区分して概観する。なお，高齢者のうち70歳以上の者の動向に特徴が見られるものについて

は，65〜69歳の者と70歳以上の者とを区別して示している。

１ 検挙

本項においては，犯行時の年齢が65歳以上の者を高齢者として，検挙人員等の推移を見るこ

ととする。

（１） 人員

刑法犯検挙人員等の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別に

見ると，2-1-1-1図のとおりである。

刑法犯検挙人員は，平成８年以降増加傾向にあり，16年（38万9,297人）のピークの後，減少

し続け，27年は16年と比べて，38.5％減少したが，これを年齢層別に見ると，20歳未満が７割

以上減少したほか，20〜29歳，30〜39歳及び50〜64歳の各年齢層において，約２割ないし４割

減少した。他方，高齢者の検挙人員は，20年にピーク（４万8,805人）を迎え，その後は高止ま

りの状況にあって，27年に４万7,632人（前年比0.8％増）となり，16年から29.8％増加した。

このうち，70歳以上の者は，27年に３万2,259人（同0.1％増）となり，16年と比べて，51.3％

増加した（2-1-1-1図①参照）。

女性の刑法犯検挙人員は，平成８年以降増加傾向にあり，17年（８万4,175人）のピークの後，

減少し続け，27年は17年と比べて，41.5％減少し，年齢層別で見ると，20歳未満，20〜29歳，

30〜39歳及び50〜64歳の各年齢層において大きく減少したのに対し，女性高齢者は，24年に

ピーク（１万6,503人）を迎え，その後は高止まりの状況にあって，27年に１万6,297人（前年
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比1.2％増）となり，17年と比べて，22.7％増加した。特に70歳以上の女性は，27年は１万2,094

人であり，17年と比べて，39.7％増加した（2-1-1-1図②参照）。

平成27年の高齢者の刑法犯検挙人員を８年と比べると，総数では約3.8倍，女性は約4.0倍に

それぞれ増加し，特に70歳以上の者の増加が著しく，それぞれ約5.0倍，約5.4倍であった。

刑法犯検挙人員総数に占める各年齢層の検挙人員の比率は，平成８年には高齢者が4.2％と

各年齢層で最も低かったが，27年は19.9％と最も高かった。また，女性の刑法犯検挙人員に占

める各年齢層の検挙人員の比率は，８年は高齢者が6.7％と各年齢層で最も低かったが，27年は

33.1％と最も高くなり，女性の刑法犯検挙人員のおおむね３人に１人を高齢者が占めるに至っ

た。

なお，最近20年間において，刑法犯検挙人員総数に占める女性の割合は，20〜22％台で推移

しているが，年齢層別に見ると，高齢者の刑法犯検挙人員に占める女性の割合は，31〜34％台

で推移し，他のいずれの年齢層の刑法犯検挙人員に占める女性の割合よりも一貫して高く，平

成27年は34.2％であった。

2-1-1-1図 刑法犯 検挙人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）

注 １ 警察庁の統計及び警察庁交通局の資料による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 平成14年から26年は，危険運転致死傷を含む。
４ 「高齢者率」は，刑法犯検挙人員総数及び女性の刑法犯検挙人員に占める高齢者の比率をいう。

①　総数 ②　女性

19.9

0

5

10

15

20

25

30

35

40

８ 2725201510
0

10

20

30

40

0

10

20

30

40

平成 ８ 2725201510平成

（万人） （％）

高齢者率
239,355

39,489

40,439
34,729
36,477
40,589
15,373
32,259

33.1 

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

（万人） （％）

高齢者率 49,282

5,133

5,922
6,119
7,169
8,642
4,203
12,094

70歳以上65～69歳50～64歳40～49歳30～39歳20～29歳20歳未満

（平成８年～27年）

高齢者及び精神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究

− 7−



（２） 人口比

我が国の高齢者人口は，最近20年間において，平成８年の約1,901万6,800人（女性は約1,116

万9,200人）から27年の約3,342万1,500人（女性は約1,901万5,700人）と約1.8倍（女性は約1.7

倍）に増加している。このうち，65〜69歳の者は，８年の約655万4,900人（女性は約346万9,500

人）から27年の約958万3,300人（女性は約496万8,600人）と約1.5倍の増加（女性は約1.4倍の

増加）にとどまるのに対し，70歳以上の者は，８年の約1,246万1,900人（女性は約769万9,700

人）から27年の約2,383万8,200人（女性は約1,404万7,100人）と約1.9倍に増加（女性は約1.8

倍の増加）している。

刑法犯検挙人員の人口比の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢

層別に見ると，2-1-1-2図のとおりである。

高齢者の刑法犯検挙人員の人口比は，平成８年と比べると，27年には，65〜69歳の者が約1.8

倍の160.4，70歳以上の者が約2.6倍の135.3にそれぞれ上昇したが，20〜64歳の者の217.4と比

較すると低く，８年以降，20〜64歳の者よりも低い傾向で推移している。他方，女性高齢者の

人口比は，同様に８年と比べると，27年には，65〜69歳の者が約1.6倍の84.6，70歳以上が約3.0

倍の86.1にそれぞれ上昇したが，65〜69歳の者の人口比は12年に，70歳以上の者の人口比は24

年に，それぞれ20〜64歳の者の人口比を上回っており，27年も同年齢層の人口比（80.0）より

も高い状況にある。

高齢者の刑法犯検挙人員の人口比は，総数，女性のいずれにおいても，ピーク時から低下し

ているが，70歳以上の女性の人口比の低下幅が最も小さかった。

               

2-1-1-2図 刑法犯 検挙人員の年齢層別人口比の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年）
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注 １ 警察庁の統計，警察庁交通局の資料及び総務省統計局の人口資料による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 平成14年から26年は，危険運転致死傷を含む。
４ 「人口比」は，総数・女性それぞれの各年齢層10万人当たりの刑法犯検挙人員をいう。
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（３） 罪名

平成27年における高齢者の刑法犯検挙人員の罪名別構成比を男女別に見るとともに，これを

年齢層別に見ると，2-1-1-3図のとおりである。高齢者は，男女別，年齢層別のいずれの区分に

おいても窃盗の割合が最も高かった。特に女性は，万引きの割合が極めて高く，70歳以上の者

では84.4％であった。また，男性は，窃盗に次いで，傷害・暴行の割合が高く，65〜69歳の者

では約２割を占めた。

2-1-1-3図 刑法犯 高齢者の検挙人員の罪名別構成比（男女別，年齢層別）
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注 １ 警察庁の統計による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 「横領」は，遺失物等横領を含む。
４ （ ）内は，実人員である。
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高齢者の刑法犯検挙人員の推移（最近20年間）を罪名別に見ると，2-1-1-4図のとおりであ

る。

遺失物等横領以外は，いずれの犯罪においてもおおむね増加傾向にあり，窃盗においては，

男女共，一貫して70歳以上の者が65〜69歳の者より検挙人員が多く，増加が顕著である。

各罪名について見ると，殺人は，70歳以上の者の検挙人員の増加が著しく，平成27年は112人

であり，８年（45人）と比較すると約2.5倍であった。強盗，傷害及び暴行は，65〜69歳の者及

び70歳以上の者のいずれにおいても，検挙人員はおおむね増加傾向にあり，27年は，それぞれ，

高齢者全体で８年の約9.8倍，約8.8倍及び約50.1倍であった。窃盗においては，最近20年間で

見ると，65〜69歳の者の検挙人員が緩やかな増加傾向にあるのに対し，70歳以上の者の検挙人

員の増加が著しく，27年は８年と比較すると，男性は約4.9倍，女性は約5.5倍にそれぞれ増加

した。

平成27年における高齢者の刑法犯検挙人員は，この20年間で最も少なかった８年（1万2,423

人）と比較すると，総数で３万5,209人増加し，４万7,632人となった（2-1-1-1図①参照）。検

挙人員の増加について，罪名別に見ると，27年は８年と比較して窃盗が２万5,461人（増加人員

の72.3％），傷害・暴行が5,251人（傷害1,519人，暴行3,732人）（増加人員の14.9％）と，それ

ぞれ増加している。また，窃盗のうち70歳以上の者の検挙人員について，27年と８年を比較す

ると，窃盗は２万130人（男性１万851人，女性9,279人）（窃盗の高齢者全体における増加人員

の79.1％）増加している。同様に，傷害・暴行の70歳以上の者の検挙人員について，27年と８

年を比較すると，2,810人（傷害781人，暴行2,029人）（傷害・暴行の高齢者全体における増加

人員の53.5％）増加している。
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2-1-1-4図 刑法犯 高齢者の検挙人員の推移（罪名別）
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注 １ 警察庁の統計による。
２ 犯行時の年齢による。
３ （ ）内は，それぞれの罪名の検挙人員に占める「65〜69歳」及び「70歳以上」の比率である。



２ 検察

本項においては，検察庁既済事件の処理時又は犯行時の年齢が65歳以上の者を高齢者とし

て，既済人員等の推移を見ることとする。

（１） 既済

検察庁既済事件（刑法犯及び特別法犯（道交違反を除く。））の人員の推移（最近20年間）を

総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別（処理時の年齢による。）に見ると，2-1-2-1図

のとおりである。

検察庁既済事件の人員は，平成８年以降，16年（45万2,388人）のピークまでおおむね増加し

た後，ほぼ一貫して減少し，27年は16年と比べて，31.1％減少したのに対し，高齢者の人員は，

８年以降増加傾向にあり，27年には３万7,570人（前年比4.3％増）となり，８年（6,111人）の

約6.1倍，16年（１万7,472人）の約2.2倍となった。また，女性の人員は，８年以降増減を経た

後，16年（７万1,096人）のピーク以後は減少し続け，27年は16年と比べて，37.5％減少したの

に対し，女性高齢者の人員は，８年以降ほぼ一貫して増加し，27年には8,123人（前年比3.4％

増）となり，８年（827人）の約9.8倍，16年（3,079人）の約2.6倍に増加した。特に，70歳以

上の者の増加が著しく，８年と比べると，総数では約9.8倍，女性は約17.8倍に，16年と比べる

と，総数では約2.6倍，女性は約3.3倍に増加した。

検察庁既済事件の人員に占める高齢者の比率は，平成８年は1.8％であったが，27年は12.1％

に上昇した。

2-1-2-1図 検察庁既済事件の人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）
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注 １ 検察統計年報による。
２ 処理時の年齢による。
３ 過失運転致死傷等又は道交違反により起訴された者を除く。
４ 年齢・性別が不詳の者を除く。
５ 「高齢者率」は，検察庁既済事件人員総数及び女性の検察庁既済事件人員に占める高齢者の比率をいう。
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なお，平成27年の刑法犯に限ると，検察庁既済事件の人員における高齢者の比率は，既済人

員総数（22万2,188人）では12.1％（２万6,832人），女性（３万2,717人）では21.2％（6,936人）

であった。同年の刑法犯検挙人員に占める高齢者の比率が，検挙人員総数で19.9％（４万7,632

人），女性で33.1％（１万6,297人）であること（2-1-1-1図参照）に比べると，検察庁既済事件

の人員に占める高齢者の比率はいずれも低い。

（２） 起訴

ア 人員

刑法犯起訴人員の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別（犯

行時の年齢による。）に見ると，2-1-2-2図のとおりである。

刑法犯起訴人員は，最近20年間において，平成８年から18年（11万277人）のピークまでおお

むね増加した後減少し，27年は18年と比べて，29.9％減少したのに対し，高齢者の刑法犯起訴

人員は，８年以降増加し続け，窃盗罪及び公務執行妨害罪に罰金刑が新設された18年（5,577

人）と翌19年（6,584人）には，それぞれ1,000人規模で急増し，27年には9,045人（前年比3.9％

増）となり，18年と比べて約1.6倍に増加した。

女性の刑法犯検挙人員が平成18年から減少する一方（2-1-1-1図②参照），女性の刑法犯起訴

人員は，19年のピーク（9,949人）以降も9,000人台を保ち，おおむね横ばいで推移していると

ころ，女性高齢者の刑法犯起訴人員は，17年（572人）から，窃盗罪及び公務執行妨害罪に罰金

刑が新設された18年（863人，291人増）と翌19年（1,300人，437人増）には前年比で約1.5倍ず

つ急増し，それ以降も増加を続け，27年は2,245人（前年比3.7％増）となり，19年の約1.7倍に

増加した。70歳以上の女性は，19年の740人から27年の1,469人へと約2.0倍に増加した。

高齢者の刑法犯起訴人員は，最近20年間で一貫して上昇し，平成27年の65〜69歳の者及び70

歳以上の者の刑法犯起訴人員は，８年と比べると，それぞれ約4.6倍，約11.6倍に増加（高齢者

全体では約6.9倍増加）し，女性高齢者では，それぞれ約11.1倍，約39.7倍と大きく増加した

（女性高齢者全体では約21.0倍増加）。

刑法犯起訴人員に占める高齢者の比率は，平成８年は2.0％であったが，年々上昇し，27年は

11.7％となり，女性の刑法犯起訴人員に占める高齢者の比率は3.3％から24.1％に上昇した。

高齢者及び精神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究

− 13 −



2-1-2-2図 刑法犯 起訴人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
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注 １ 検察統計年報による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 被疑者が法人である事件を除く。
４ 年齢・性別が不詳の者を除く。
５ 「高齢者率」は，刑法犯起訴人員総数及び女性の刑法犯起訴人員に占める高齢者の比率をいう。

イ 人口比

刑法犯起訴人員の人口比の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢

層別（犯行時の年齢による。）に見ると，2-1-2-3図のとおりである。平成27年における65〜69

歳の者，70歳以上の者の刑法犯起訴人員の人口比は，それぞれ41.8，21.1であり，20〜64歳の

者の96.4と比較すると低いものの，８年と比べると，それぞれ約3.1倍，約6.1倍と大幅に増加

した。女性については，27年の65〜69歳の者，70歳以上の者の刑法犯起訴人員の人口比は，そ

れぞれ15.6，10.5であり，８年と比べると，それぞれ約7.7倍，約21.8倍に増加した。
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2-1-2-3図 刑法犯 起訴人員の年齢層別人口比の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
①　総数 ②　女性
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注 １ 検察統計年報及び総務省統計局の人口資料による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 「人口比」は，総数・女性それぞれの各年齢層10万人当たりの刑法犯起訴人員をいう。



ウ 罪名

平成27年の高齢者の刑法犯起訴人員の罪名別構成比を男女別に見るとともに，これを年齢層

別（犯行時の年齢による。）に見ると，2-1-2-4図のとおりである。高齢者は，男女共に窃盗の

割合が最も高かった。特に70歳以上の女性は，窃盗の割合が92.9％であった。なお，特別法犯

ではあるが，近年窃盗に次いで入所受刑者数が多い覚せい剤取締法違反について見ると，27年

の高齢者の覚せい剤取締法違反による起訴人員は，65〜69歳の者で246人（うち男性237人，女

性９人），70歳以上の者で121人（うち男性115人，女性６人）であった。
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2-1-2-4図 刑法犯 高齢者の起訴人員の罪名別構成比（男女別，年齢層別）

①　総数

②　男性

③　女性
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4.1
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（平成27年)

窃盗 傷害・暴行 その他

窃盗 傷害・暴行 その他

窃盗 その他

注 １ 検察統計年報による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 「横領」は，遺失物等横領を含む。
４ （ ）内は，実人員である。



（３） 起訴猶予

ア 人員

刑法犯起訴猶予人員の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別

（犯行時の年齢による。）に見ると，2-1-2-5図のとおりである。

刑法犯起訴猶予人員のうち高齢者は，65〜69歳の者，70歳以上の者のいずれも最近20年間で

は増加傾向にあり，平成27年の起訴猶予人員は８年と比べると，それぞれ約5.4倍，約21.2倍と

大幅に増加した。高齢者の刑法犯起訴猶予人員のうち，65〜69歳の者は19年以降4,000人台で

推移しているが，70歳以上の者は一貫して増加し続け，27年（9,127人）は19年（5,973人）の

約1.5倍であった。

平成27年の女性の刑法犯起訴猶予人員のうち，高齢者は，８年と比べると，65〜69歳の者で

約5.1倍，70歳以上の者で約32.5倍と大きく増加した。65〜69歳の女性の人員は，17年に1,000

人を超えた後，おおむね横ばいで推移しているが，70歳以上の女性の人員は，17年以降も増加

傾向にあり，27年は2,953人（前年比59人増）となり，17年と比べて約2.1倍に増加した。               

2-1-2-5図 刑法犯 起訴猶予人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）

②　女性
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70歳以上65～69歳50～64歳40～49歳30～39歳20～29歳20歳未満

注 １ 検察統計年報による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 被疑者が法人である事件を除く。
４ 年齢・性別が不詳の者を除く。
５ 「高齢者率」は，刑法犯起訴猶予人員総数及び女性の刑法犯起訴猶予人員に占める高齢者の比率をいう。
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イ 罪名

平成27年の刑法犯起訴猶予率を罪名別に見るとともに，これを年齢層別（犯行時の年齢によ

る。）に見ると，2-1-2-6図のとおりである。

65〜69歳の者及び70歳以上の者の刑法犯起訴猶予率は，刑法犯全体で他の年齢層より高く，

特に70歳以上の者では全体の起訴猶予率よりも14.1pt 高い。

窃盗について，男女別，年齢層別に見ると，女性の起訴猶予率の方が男性の起訴猶予率より

も全体で13.2pt 高いところ，70歳以上の男性の起訴猶予率は，他の年齢層よりも顕著に高いの

に対し，女性では，年齢層による起訴猶予率の差は男性ほど大きくはなかった。なお，平成17

年（窃盗罪に罰金刑が新設された18年の前年）の起訴猶予率と比較すると，同年の高齢者全体

が74.4％，65〜69歳の男性が60.9％，70歳以上の男性が76.0％，65〜69歳の女性が80.7％及び

70歳以上の女性が87.3％であったのに対し，27年は，高齢者全体が61.3％（13.1pt 低下），

65〜69歳の男性が52.4％（8.5pt 低下），70歳以上の男性が64.6％（11.4pt 低下），65〜69歳の女

性が56.6％（24.1pt 低下）及び70歳以上の女性が65.9％（21.5pt 低下）と，いずれも低下した。               
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2-1-2-6図 刑法犯 起訴猶予率（罪名別，年齢層別）
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注 １ 検察統計年報による。
２ 犯行時の年齢による。
３ グラフ上の点線は，全体の起訴猶予率である。
４ 窃盗は性別不詳の者を除く。



３ 矯正

（１） 入所受刑者

ア 人員

入所受刑者人員等の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別に

みると，2-1-3-1図のとおりである。

入所受刑者人員（総数）は，平成８年以降18年（３万3,032人）のピークまで増加し続けた後，

減少し続けている。他方，高齢入所受刑者人員は，８年以降ほぼ一貫して増加し，27年は2,313

人（前年比1.3％増）となり，18年と比べて，22.9％増加した。女性の入所受刑者人員は，８年

以降18年（2,333人）のピークまで増加し続けた後，若干減少しつつも高止まりの状況にある

が，女性の高齢入所受刑者は，18年の177人から27年には319人（前年比8.1％減）へと，約1.8

倍に増加した。特に70歳以上の女性は，同期間において，89人から181人（前年比19.2％減）へ

と，約２倍に増加し，22年以降は65〜69歳の女性の人員を上回っている。

平成27年の高齢入所受刑者人員は，８年と比べると，総数で約4.5倍に増加し，女性では約

9.4倍に，そのうち，70歳以上の女性は約15.1倍に激増した。

               入所受刑者総数に占める高齢者の比率は，平成26年に10％を超え，27年は10.7％であった。また，

女性の入所受刑者に占める高齢者の比率は，既に21年に10.0％に達し，27年は15.0％であった。
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2-1-3-1図 入所受刑者人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 「高齢者率」は，入所受刑者総数及び女性の入所受刑者に占める高齢者の比率をいう。



イ 人口比

入所受刑者の人口比の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これを年齢層別

に見ると，2-1-3-2図のとおりである。高齢入所受刑者の人口比は，20〜64歳の者と比べて，一

貫して低いものの，20〜64歳の者の人口比が平成18年をピークに低下する一方，65〜69歳の高

齢者の人口比は，18年以降，わずかに低下し，70歳以上の高齢者の人口比は，わずかに上昇し

た。女性は，70歳以上の高齢者の人口比の上昇が顕著であったが，27年は前年より低下した。

2-1-3-2図 入所受刑者の年齢層別人口比の推移（総数・女性別）

(平成８年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部及び総務省統計局の人口資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 「人口比」は，総数・女性それぞれの各年齢層人口10万人当たりの入所受刑者人員をいう。
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ウ 罪名

平成27年の高齢入所受刑者の罪名別構成比について，男女別に見るとともに，これを年齢層

別に見ると，2-1-3-3図のとおりである。男女共に，年齢層が高くなるにつれ，窃盗の割合が高

くなる。女性は，その傾向が顕著であり，65歳未満の者では，覚せい剤取締法違反が45.3％と，

窃盗（34.9％）より高いが，高齢者では，窃盗が65〜69歳の者で78.3％，70歳以上の者で86.7％

を占めた。

2-1-3-3図 高齢入所受刑者の罪名別構成比（男女別・年齢層別）

①　男性

②　女性
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覚せい剤取締法 詐欺

（平成27年)

窃盗

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ （ ）内は，実人員である。
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エ 刑期

平成27年の高齢入所受刑者の刑期別構成比を男女別に見ると，2-1-3-4図のとおりである。

高齢者は，65歳未満の者と比べると，男女共に刑期が１年以下の者の割合が高い。

2-1-3-4図 高齢入所受刑者の刑期別構成比（男女別）

① 男性

②　女性

19.719.7

28.528.5

37.037.0

33.633.6

24.724.7

20.520.5

13.213.2

13.113.1

5.45.4

4.34.3

65歳未満
（17,418)

65歳以上
（1,994)

18.318.3

38.238.2

46.946.9

39.239.2

22.522.5

17.217.2

7.67.6

3.8

4.74.7

1.6

65歳未満
（1,805)

65歳以上
（319)

５年を
超える

５年以下
１年以下 ３年以下２年以下

５年を
超える

（平成27年)

５年以下
１年以下 ３年以下２年以下

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 「５年を超える」は，無期を含む。
４ （ ）内は，実人員である。

オ 入所度数

高齢入所受刑者の入所度数別構成比の推移（最近20年間）を男女別に見ると，2-1-3-5図のと

おりである。

男性は，高齢者の入所度数１度の者（以下「初入者」という。）の割合が65歳未満の者と比べ

て，平成８年以降19年までは20pt 以上低く推移し，65歳未満の者の初入者の割合が16年以降低

下し続けていることから，その差は小さくなっているが，27年の高齢者の初入者の割合

（27.0％）は65歳未満の者（40.5％）と比べて，13.5pt まで縮まっている。また，高齢者のうち，

入所度数10度以上の者の割合は，近年，著しく低下したが，27年も依然約２割を占めた。総じ

て，高齢者の方が65歳未満の者と比べて，入所度数が高い傾向があるが，20年スパンでは，高

齢者では，入所度数の低い者の占める割合が上昇しつつある。
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女性は，初入者の割合が，65歳未満の者では，平成16年に最も高い72.8％となり，その後は

低下し続け，27年は54.0％まで低下した。女性高齢者の初入者の割合は，８年は29.4％と65歳

未満の女性（62.2％）と比べて30pt 以上低かったが，18年に59.3％まで上昇し，その後，おお

むね50％台前半で推移し，65歳未満の者との差がほとんどなくなり，27年は51.4％であった。

女性においても，総数と同様に，高齢者は，65歳未満の者よりも，入所度数が高い傾向がある

が，高齢者では，入所度数の低い者が占める割合が上昇しつつある。

2-1-3-5図 高齢入所受刑者の入所度数別構成比の推移（男女別）

（平成８年～27年)

②　女性

ア　65歳未満

１度 ２～５度 ６～９度 10度以上

イ　65歳以上

51.4

37.6

7.2
3.8

８ 2725201510平成

（％）

0

20

40

60

80

100

54.0

42.6

3.2
0.2

８ 2725201510平成

（％）

0

20

40

60

80

100

①　男性

ア　65歳未満 イ　65歳以上

27.0

31.1

18.5

23.5

８ 2725201510平成

（％）

0

20

40

60

80

100

40.5

45.9

10.8
2.7

８ 2725201510平成

（％）

0

20

40

60

80

100

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
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カ 就労状況

平成27年の高齢入所受刑者の就労状況別構成比を男女別に見ると，2-1-3-6図のとおりであ

る。有職者の割合は，男性高齢者が15.1％，女性高齢者が8.5％であった。

2-1-3-6図 高齢入所受刑者の就労状況別構成比（男女別）

①　男性

②　女性

35.235.2

15.115.1

64.864.8

84.984.9

65歳未満
（17,339)

65歳以上
（1,992)

有職 無職

19.619.6

8.58.5

80.480.4

91.591.5

65歳未満
（1,798)

65歳以上
（318)

有職 無職

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 犯行時の就労状況による。ただし，学生・生徒，家事従事者及び就労状況が不詳の者を除く。
４ （ ）内は，実人員である。
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キ 居住状況

平成27年の高齢入所受刑者の居住状況別構成比を男女別に見ると，2-1-3-7図のとおりであ

る。男性高齢者は，住居不定の者の割合が65歳未満の者と比べて，わずかに高く，22.6％で

あった。女性高齢者は，男性高齢者よりも，住居不定の者の割合が顕著に低く，4.7％であっ

た。

2-1-3-7図 高齢入所受刑者の居住状況別構成比（男女別）

①　男性

②　女性

20.320.3

22.622.6

79.779.7

77.477.4

65歳未満
（17,002)

65歳以上
（1,980)

9.09.0

4.74.7

91.091.0

95.395.3

65歳未満
（1,697)

65歳以上
（317)

住居不定 住居不定以外

住居不定 住居不定以外

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 犯行時の居住状況による。ただし，来日外国人及び居住状況が不詳の者を除く。
４ （ ）内は，実人員である。

               

法務総合研究所研究部報告56

− 24 −



ク 婚姻状況

平成27年の高齢入所受刑者の婚姻状況別構成比を男女別に見ると，2-1-3-8図のとおりであ

る。男性高齢者と女性高齢者を比べると，男性高齢者では「未婚」と「離別」の割合が，女性

高齢者では「配偶者あり」と「死別」の割合が，それぞれ高かった。

2-1-3-8図 高齢入所受刑者の婚姻状況別構成比（男女別）

①　男性

②　女性

44.144.1

24.624.6

18.418.4

22.022.0

36.936.9

47.547.5

死別
0.5

5.95.9

65歳未満
（17,419)

65歳以上
（1,994)

22.022.0

6.66.6

33.133.1

32.932.9

42.742.7

30.430.4

死別
2.2

30.130.1

65歳未満
（1,805)

65歳以上
（319)

配偶者あり 離別未婚

配偶者あり 離別未婚

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 犯行時の婚姻状況による。ただし，婚姻状況が不詳の者を除く。
４ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
５ （ ）内は，実人員である。
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ケ 教育程度

平成27年の高齢入所受刑者の教育程度別構成比を男女別に見ると，2-1-3-9図のとおりであ

る。高齢者は，男女共に65歳未満の者と比べて，不就学及び中学校卒業の者の割合が高く，高

校中退の者の割合は低かった。女性高齢者は，男性高齢者と比べて，高校卒業の者の割合が高

かった。

2-1-3-9図 高齢入所受刑者の教育程度別構成比（男女別）

①　男性 

②　女性

不就学
0.5

3.0

37.337.3

55.155.1

26.326.3

11.911.9

27.227.2

20.520.5

8.68.6

9.49.4

65歳未満
（17,413)

65歳以上
（1,993)

大学進学中学卒業 高校中退 高校卒業

不就学
1.3

5.05.0

31.031.0

43.943.9

25.225.2

9.79.7

31.131.1

32.632.6

11.411.4

8.88.8

65歳未満
（1,804)

65歳以上
（319)

大学進学中学卒業 高校中退

（平成27年)

高校卒業

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 教育程度は，犯行時における最終学歴又は就学状況である。ただし，教育程度が不詳の者を除く。
４ 「不就学」は，小学校中退，小学校卒業及び中学校中退を含む。
５ 「高校中退」は，高校在学を含む。
６ 「大学進学」は，大学在学，大学中退及び大学卒業をいう。
７ （ ）内は，実人員である。
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コ 精神障害

精神障害（知的障害，人格障害，神経症性障害又はその他の精神障害（精神作用物質使用に

よる精神及び行動の障害，統合失調症，気分障害等を含む。）をいう。以下この項において同

じ。）を有する高齢入所受刑者人員の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，これ

を年齢層別に見ると，2-1-3-10図のとおりである。

精神障害を有する高齢入所受刑者人員は，平成20年以降，急激に増加したが，27年は減少し，

198人（前年比9.6％減）であった。高齢入所受刑者に占める精神障害を有する人員の比率（以

下「精神障害を有する者の比率」という。）も上昇していたが，27年は低下し，8.6％（同1.0pt

低下）であった。また，女性の精神障害を有する者の比率は，9.7％（前年比1.6pt 低下）であっ

た。

精神障害を有する70歳以上の高齢入所受刑者も近年増加傾向にあり，平成27年は84人（同

5.6％減）であった。

2-1-3-10図 精神障害を有する高齢入所受刑者人員・比率の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
①　総数 ②　女性

14

17

9.7

0

2

4

6

8

10

12

0

10

20

30

40

50

８ 10 25 272015

70歳以上65～69歳

84

114

8.6 

0

2

4

6

8

10

12

0

50

100

150

200

250

８ 2725201510

精神障害を有する者の比率

198198

31

（％）（人）

平成

精神障害を有する者の比率

平成

（％）（人）

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
４ 「精神障害を有する者の比率」は，高齢入所受刑者総数に占める精神障害を有する者の比率をいう。
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サ 精神状況

               平成27年の高齢入所受刑者の精神状況別構成比を男女別に見ると，2-1-3-11図のとおりである。

男性高齢者は，精神障害を有する者の割合が8.4％で，65歳未満の者と比べてわずかに低かっ

た。一方，女性高齢者は，精神障害を有する者の割合が9.7％で，65歳未満の者の25.7％と比べ

ると顕著に低かった。

精神状況別では，男性高齢者は，女性高齢者と比べて，知的障害がある者の割合が，女性高

齢者は男性高齢者と比べて，神経症性障害（不安障害，強迫性障害等）のある者の割合が，そ

れぞれ高かった。女性は，65歳未満の者では，統合失調症，気分障害並びに精神作用物質によ

る精神及び行動の障害等を有する「その他の精神障害」に分類された者が18.0％を占めるが，

女性高齢者では，5.6％であった。

2-1-3-11図 高齢入所受刑者の精神状況別構成比（男女別）

①　男性

②　女性

87.687.6

91.691.6

1.4

1.3

0.7

1.5

2.0

0.4

8.48.4

5.25.2

65歳未満
（17,418)

65歳以上
（1,994)

74.374.3

90.390.3

0.9

0.3

1.1

5.75.7

3.83.8

18.018.0

5.65.6

65歳未満
（1,805)

65歳以上
（319)

精神障害なし 知的障害 人格障害 神経症性障害 その他の精神障害

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
４ 「その他の精神障害」は，精神作用物質使用による精神及び行動の障害，統合失調症，気分障害等を含む。
５ （ ）内は，実人員である。

法務総合研究所研究部報告56

− 28 −



（２） 出所受刑者

平成27年の高齢の出所受刑者（仮釈放又は満期釈放により刑事施設を出所した者に限る。以

下同じ。）の帰住先別構成比を出所事由別に見るとともに，これを男女別に見ると，2-1-3-12図

のとおりである。

ア 満期釈放者

男性高齢者は，帰住先が「その他」の者が63.0％を占め，次いで「親族」（「父・母」，「配偶

者」，「兄弟・姉妹」，「その他の親族」をいう。この項において同じ。）が16.4％であった。女性

高齢者は，「親族」が40.9％と最も割合が高く，「社会福祉施設」も約２割を占めた。

イ 仮釈放者

男性高齢者は，「親族」が42.9％，「更生保護施設等」が44.9％と，この二つで８割以上を占

めた。女性高齢者は，「親族」が71.1％を占め，65歳未満の者の割合（66.0％）よりも高かった。
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2-1-3-12図 高齢出所受刑者の帰住先別構成比（出所事由別，男女別）

　ア　男性

　イ　女性

②　仮釈放
　ア　男性

　イ　女性

18.518.5

0.9

6.16.1

6.26.2

3.63.6

4.64.6

2.0

4.74.7

6.56.5

5.35.3

0.9 2.4

8.78.7

3.33.3

6.66.6

56.656.6

63.063.0

65歳未満
（7,740)

65歳以上
（1,590)

20.620.6 13.213.2

13.913.9

3.53.5

5.85.8

8.88.8

20.420.4

16.316.3

5.15.1

0.6

0.70.7

3.53.5

20.420.4

2.5

2.9

31.131.1

29.929.9

65歳未満
（486)

65歳以上
（137)

親族 46.1％

親族 40.9％

39.239.2

1.2

9.99.9

24.224.2

5.45.4

8.08.0

2.8

9.59.5

5.95.9

9.59.5

1.4
0.6

0.3

1.5

32.032.0

44.944.9

3.23.2

0.7

65歳未満
（11,044)

65歳以上
（888)

親族 57.2％

親族 42.9％

37.137.1

0.8

14.414.4

25.225.2

6.06.0

6.06.0

8.58.5

39.139.1

9.69.6

8.38.3

0.1

0.4

20.820.8

20.320.3

3.1

0.4

65歳未満
（1,372)

65歳以上
（266)

父・母 配偶者 兄弟，姉妹 その他の親族 知人 雇主 社会福祉施設 更生保護施設等 その他

親族 30.2％

親族 16.4％

親族 66.0％

親族 71.1％

（平成27年)
①　満期釈放

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 出所時の年齢による。
３ 「帰住先」は，刑事施設を出所後に住む場所である。
４ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
５ 「更生保護施設等」は，更生保護施設，就業支援センター及び自立更生促進センターである。
６ 「その他」は，帰住先が不明，暴力団関係者，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局への身柄引渡し等である。
７ （ ）内は，実人員である。



（３） 高齢既決拘禁者の医療等の状況

高齢既決拘禁者（既決拘禁者とは，受刑者（懲役，禁錮及び拘留），死刑確定者及び労役場留

置者をいう。以下この項において同じ。）の休養患者（転帰時の年齢による。）の人員・高齢者

率（休養患者総数に占める高齢者の比率をいう。）の推移（最近20年間）を見ると，2-1-3-13図

のとおりである。高齢既決拘禁者の休養患者の人員は，最近20年間で約3.7倍に増加し，高齢者

率は平成８年の5.8％から27年の20.5％に上昇した。

2-1-3-13図 高齢既決拘禁者の休養患者人員・高齢者率の推移

2,233
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3,000

８ 2725201510

(人)

(平成８年～27年)

(％)

平成

20.5 
高齢者率

注 １ 矯正統計年報による。
２ 転帰時（治癒又は軽快，未治出所等の事由が生じた時をいう。）の年齢による。
３ 「休養患者」は，医師の診療を受けた者のうち，医療上の必要により病室又はこれに代わる室に収容されて治療を受けた者をいう。
４ 「高齢者率」は，休養患者総数に占める高齢者の比率をいう。
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高齢既決拘禁者の死亡者（死亡時の年齢による。）の人員・高齢者率（死亡受刑者総数に占め

る高齢者の比率をいう。）の推移（最近20年間）を見ると，2-1-3-14図のとおりである。高齢既

決拘禁者の死亡者の人員は，平成８年の27人から27年の135人へと，５倍に増加し，高齢者率は

28.7％から57.2％に上昇した。なお，27年の高齢既決拘禁者に多い死因（病名）は，悪性新生

物（悪性腫瘍）（62人），肺炎（20人），心不全（10人）であった。

2-1-3-14図 高齢既決拘禁者の死亡者人員（年齢層別）・高齢者率の推移

（平成８年～27年)
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135

注 １ 矯正統計年報による。
２ 死亡時の年齢による。
３ 「死亡者」は，病死又は変死した者をいう。
４ 「高齢者率」は，死亡した既決拘禁者総数に占める高齢者の比率をいう。
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４ 更生保護

（１） 人員

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員等の推移（平成10年以降）を総数・

女性別に見るとともに，これを年齢層別に見ると，2-1-4-1図のとおりである。

ア 仮釈放者

仮釈放者の保護観察開始人員は，平成10年以降16年（１万6,690人）まで増加傾向にあったも

のの，その後，減少傾向にあり，27年は16年と比べて，18.7％減少したが，高齢の仮釈放者（以

下この項において「高齢仮釈放者」という。）の保護観察開始人員は，10年以降ほぼ一貫して増

加し，27年は1,154人（前年比2.2％増）となり，10年（284人）と比べて約4.1倍，16年（528人）

と比べて約2.2倍に増加した。また，70歳以上の仮釈放者の27年の保護観察開始人員は562人

（前年比11.7％増）であり，10年（80人）と比べて約7.0倍，16年（176人）と比べて約3.2倍に

増加した。

女性の仮釈放者の保護観察開始人員は，平成10年以降ほぼ一貫して増加し，27年は10年（870

人）の約1.9倍に増加したところ，女性の高齢仮釈放者の保護観察開始人員は，27年は10年（28

人）と比べて，9.5倍に増加した。特に70歳以上の女性の仮釈放者は，27年は10年（８人）と比

べて，約19.4倍に増加した。

仮釈放者の保護観察開始人員に占める高齢仮釈放者の比率は，総数では，平成10年の2.2％か

ら27年の8.5％に，女性では，3.2％から16.2％に，それぞれ大幅に上昇した。

イ 保護観察付執行猶予者

保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員は，平成10年以降では，12年（5,682人）をピーク

に25年まで減少傾向にあったところ，26年から２年続けてやや増加したが，27年は12年と比べ

て，39.1％減少した。高齢の保護観察付執行猶予者（以下この項において「高齢保護観察付執

行猶予者」という。）の保護観察開始人員は，10年以降おおむね増加傾向にあり，27年には303

人となり，10年（87人）と比べて約3.5倍，12年（119人）と比べて約2.5倍に増加した。

女性の保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員は，平成10年以降，12年（674人）をピーク

に21年までは増減を繰り返しながら減少傾向を示していたところ，22年からは緩やかに増加し

たが，27年は12年と比べて，20.9％減少した。女性の高齢保護観察付執行猶予者の保護観察開

始人員は，10年以降おおむね増加傾向にあり，27年（91人）は12年（13人）と比べて，７倍に
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増加した（10年（８人）と比べて約11.4倍）。特に70歳以上の女性の保護観察付執行猶予者は，

27年（69人）は12年（５人）と比べて，13.8倍に増加した（10年（２人）と比べて34.5倍）。

保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員に占める高齢保護観察付執行猶予者の比率は，総

数では，平成10年の1.6％から27年の8.8％に，女性では，1.4％から17.1％に，それぞれ大幅に

上昇した。               

2-1-4-1図 保護観察開始人員（年齢層別）・高齢者率の推移（総数・女性別）
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察に付された日の年齢による。
３ 「高齢者率」は，保護観察開始人員総数及び女性の保護観察開始人員に占める高齢者の比率をいう。
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（２） 人口比

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の保護観察開始人員の年齢層別人口比の推移（平成10年

以降）を総数・女性別にみると，2-1-4-2図のとおりである。仮釈放者・保護観察付執行猶予者

共に，高齢者の保護観察開始人員の人口比は，20〜64歳の者と比べると，総じて低いものの，

10年以降，ほぼ一貫して上昇しており，27年の年齢層別人口比は，10年と比べると，仮釈放者

では，65〜69歳の者が約2.1倍，70歳以上の者が約4.0倍に，保護観察付執行猶予者では，それ

ぞれ約1.5倍，約4.0倍に上昇し，いずれも，特に70歳以上の者の上昇が顕著であった。また，

27年における女性の保護観察開始人員の年齢層別人口比の上昇幅は，10年と比べると，仮釈放

者・保護観察付執行猶予者共に，65〜69歳，70歳以上のいずれの年齢層においても，総数の上

昇幅を上回った。

2-1-4-2図 保護観察開始人員の年齢層別人口比の推移（総数・女性別）

（平成10年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部及び総務省統計局の人口資料による。
２ 保護観察に付された日の年齢による。
３ 「人口比」は，各年齢層10万人当たりの保護観察開始人員総数及び女性の保護観察開始人員をいう。
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（３） 仮釈放者の人員・仮釈放率

高齢の出所受刑者の人員及び仮釈放率の推移（最近20年間）を総数・女性別に見ると，

2-1-4-3図のとおりである。

仮釈放による高齢出所受刑者は，平成８年の224人から，ほぼ一貫して増加し，27年は1,154

人と，８年の約5.2倍に増加し，27年の仮釈放による女性の高齢出所受刑者は，８年（28人）の

9.5倍に増加した。

仮釈放率は，平成８年以降，65歳未満の者が21年（51.0％）を底に上昇に転じ，27年は60.1％

であったが，高齢出所受刑者の仮釈放率は，20年（27.8％）を底に上昇傾向にあり，27年は

40.1％であった。また，女性の仮釈放率は，65歳未満の者，高齢者共に，総数よりも一貫して

高く，27年はそれぞれ73.8％，66.0％であった。高齢出所受刑者は，総数，女性共に65歳未満

の者よりも仮釈放率が低い状況が続いている。
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2-1-4-3図 高齢出所受刑者人員・仮釈放率の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 出所時の年齢による。



（４） 罪名

高齢仮釈放者及び高齢保護観察付執行猶予者について，平成27年における保護観察開始人員

の罪名別構成比を，男女別に見ると，2-1-4-4図のとおりである。

ア 仮釈放者

仮釈放者については，65歳未満の者では，窃盗が31.9％，覚せい剤取締法違反が30.0％を占

め，次いで詐欺（9.4％）の順であるところ，高齢者では，窃盗が過半数を占め，次いで，覚せ

い剤取締法違反（11.7％），詐欺（7.8％）の順であった。高齢仮釈放者を男女別に見ると，男

性では窃盗が45.4％と半数に満たないのに対し，女性では窃盗が８割を超えた。

イ 保護観察付執行猶予者

保護観察付執行猶予者については，65歳未満の者では，窃盗が33.4％を占め，次いで覚せい

剤取締法違反（15.4％），傷害（8.3％）の順であるのに対し，高齢者では，窃盗が62.4％を占

め，次いで，傷害（7.3％），道路交通法違反（6.3％）の順であった。高齢保護観察付執行猶予

者を男女別に見ると，男性では窃盗が48.1％と半数に満たないのに対し，女性では窃盗が９割

を超えた。
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2-1-4-4図 高齢者の保護観察開始人員の罪名別構成比（男女別）
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察に付された日の年齢による。
３ （ ）内は，実人員である。



（５） 居住状況

高齢仮釈放者及び高齢保護観察付執行猶予者について，平成27年における保護観察開始人員

の居住状況別構成比を，男女別に見ると，2-1-4-5図のとおりである。

ア 仮釈放者

仮釈放者については，65歳未満の者では，「親族（配偶者，両親，父又は母，その他親族をい

う。以下この項において同じ。）と同居」が57.3％を占め，次いで「更生保護施設」が30.2％で

あるのに対し，高齢者では，65歳未満の者と比べて「親族と同居」の割合が低くなる一方，「更

生保護施設」の割合が高くなり，それぞれ43.9％，39.0％であった。

高齢仮釈放者について，男女別にみると，男性は，「親族と同居」と「更生保護施設」がそれ

ぞれ約４割を占めるのに対し，女性は，「親族と同居」が66.2％と，「更生保護施設」（20.7％）

と比べて顕著に高く，また，「親族と同居」の中でも，「その他の親族と同居」が全体の３割以

上を占めた。

イ 保護観察付執行猶予者

保護観察付執行猶予者については，65歳未満の者では，「親族と同居」が過半数を占め，次い

で「単身居住」が24.0％であるのに対し，高齢者では，65歳未満の者よりも「親族と同居」の

割合が低くなる一方，「単身居住」の割合が高くなり，それぞれ40.9％，47.2％を占めた。

高齢保護観察付執行猶予者について，男女別にみると，男性は，「単身居住」が過半数を占め，

次いで「親族と同居」（32.5％）の順であるのに対し，女性は，「親族と同居」が約６割を占め，

次いで「単身居住」（34.1％）であった。
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2-1-4-5図 高齢者の保護観察開始人員の居住状況別構成比（男女別）
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親族と同居 32.5％

34.134.1 5.55.535.235.2

父と同居 1.1 母と同居 1.1

23.123.1

親族と同居 60.4％

親族と同居 57.3％

（平成27年)

配偶者
と同居 両親と同居

父と
同居 母と同居

その他
の親族
と同居 更生保護施設 その他
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配偶者と同居

配偶者と同居

その他の
親族と同居 更生保護施設

更生保護施設

その他

その他その他の親族と同居
単身
居住

両親と同居
父と
同居 母と同居

その他
の親族
と同居 その他単身居住

4.94.94.9

配偶者と同居
その他の
親族と同居 単身居住 その他

配偶者と同居 その他の親族と同居 単身居住 その他

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察に付された日の年齢による。
３ 保護観察開始時の居住状況による。
４ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
５ 「その他」は，居住状況が不詳の者を含む。
６ （ ）内は，実人員である。



（６） 更生保護施設居住人員

高齢仮釈放者のうち，保護観察開始時に更生保護施設に居住していた者の人員の推移（平成

10年以降）を見ると，2-1-4-6図のとおりである。保護観察開始時に更生保護施設に居住してい

た高齢仮釈放者は，10年の127人からほぼ一貫して増加し，27年は450人と，10年と比べて約3.5

倍になった。27年の高齢者率（更生保護施設居住人員の総数のうち，高齢者の占める比率をい

う。）を見ると，10.7％であり，10年の3.2％から大きく上昇した。

2-1-4-6図 高齢仮釈放者 更生保護施設居住人員等の推移

（平成10年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察に付された日の年齢による。
３ 保護観察開始時の居住状況による。
４ 「高齢者率」は，更生保護施設居住人員総数に占める高齢者の比率をいう。

（７） 就労状況

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，平成27年における高齢（保護観察終了時の年

齢による。）の保護観察終了人員の就労状況別構成比を，男女別に見ると，2-1-4-7図のとおり

である。仮釈放者では，65歳未満の者の有職者の割合は，69.2％であるのに対し，高齢者は

23.4％であり，そのうち女性は，男性（24.6％）よりもその割合が低く，17.5％であった。保

護観察付執行猶予者では，65歳未満の者の有職者の割合が64.0％であるのに対し，高齢者では

18.3％であるが，そのうちの有職者の割合を男女別に見ると，男性と女性で大きな差はなかっ

た。
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2-1-4-7図 高齢者の保護観察終了人員の就労状況別構成比（男女別）
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②　保護観察付執行猶予者
　ア　総数

　イ　男性高齢者（215)

　ウ　女性高齢者（63)
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（11,985)

65歳以上
（1,143)

65歳未満
（2,945)

65歳以上
（278)

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察終了時の年齢による。
３ 保護観察終了時の就労状況による。ただし，学生・生徒，家事従事者及び就労状況が不詳の者を除く。
４ 「無職」は，定収入のある無職者を含む。
５ （ ）内は，実人員である。



（８） 終了事由

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，平成27年における高齢（保護観察終了時の年

齢による。）の保護観察終了人員の終了事由別構成比を，男女別に見ると，2-1-4-8図のとおり

である。

仮釈放者については，65歳未満の者と高齢者のいずれも，期間満了が90％以上を占め，高齢

者について，男女別に見ても，大きな差はなかった。

保護観察付執行猶予者については，65歳未満の者は期間満了が71.9％を占めるのに対し，高

齢者は65.5％と，その割合がやや低く，「その他」（死亡等）の占める割合が高くなっている。

また，高齢者の男女別では，男性は期間満了が65.8％であるのに対し，女性は64.9％と大きな

差はないものの，女性の執行猶予取消しは，男性（20.1％）よりも高い27.0％であった。
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2-1-4-8図 高齢者の保護観察終了人員の終了事由別構成比（男女別）

①　仮釈放者
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　ウ　女性高齢者（279)
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期間満了 執行猶予の取消し その他

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察終了時の年齢による。
３ 仮釈放者の「その他」は，保護観察停止中時効完成及び死亡等であり，保護観察付執行猶予者の「その他」は，死亡等である。
４ （ ）内は，実人員である。



５ 再犯

（１） 検察

刑法犯起訴人員について，初犯者・有前科者（前に罰金以上の刑に処せられた者に限る。以

下同じ。）の人員の構成比の推移（最近20年間）を総数・女性別に見るとともに，年齢層別（犯

行時の年齢による。）に見ると，2-1-5-1図のとおりである。

刑法犯起訴人員において，65歳未満の者では，平成８年以降，有前科者の占める割合が

47〜53％台で推移しているのに対し，高齢者では，63〜72％台と65歳未満の者よりも一貫して

高い水準で推移し，27年は67.1％であった。有罰金前科者（有前科者のうち，前科が罰金のみ

である者をいう。以下同じ。）の割合は，65歳未満の者では，12〜13％台の横ばいであるのに対

し，高齢者は８年から18年までは12〜16％台で推移していたが，19年以降上昇し，27年は

24.8％を占めた。

女性については，65歳未満の者では，有前科者の占める割合が平成20年までは20％台で推移

し，その後は30％台で推移しているのに対し，高齢者では，19年に37.4％と最低を記録した後，

上昇傾向にあり，27年は52.0％であった。有罰金前科者の割合は，65歳未満の者では，17年以

降上昇傾向にあり，27年には14.2％であったが，女性高齢者では，18年以降上昇し，27年は

26.2％であった。

なお，平成18年に窃盗に罰金刑が導入されたところ，27年の窃盗の起訴人員を18年と比べる

と，総数では65歳未満の者が約３割減少する一方，高齢者は約2.2倍に増加し，また，女性では

65歳未満の者が約１割の増加であるが，女性高齢者は約３倍に増加しており，21年以降は女性

高齢者の起訴人員の約９割を窃盗が占めている。
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2-1-5-1図 刑法犯 起訴人員中の初犯者・有前科者の人員の構成比の推移（総数・女性別）

（平成８年～27年)
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注 １ 検察統計年報による。
２ 犯行時の年齢による。
３ 前科の有無が不詳の者を除く。
４ 「初犯者」及び「有前科者」は，前に罰金以上の刑に処せられたことの有無による。
５ 「有罰金前科者」は，有前科者のうち，前科が罰金のみである者をいう。
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（２） 矯正

本項においては，刑事施設に再入所した高齢者の再入状況等について概観する。高齢者のう

ちの女性の再入者の人員が毎年少ないため，一部の項目において，女性については平成23年か

ら27年までの５年間の人員の累計の数値を示している。

ア 人員

入所受刑者の人員のうち，初入者・再入者の人員及び再入者率（入所受刑者の人員に占める

再入者の人員の比率をいう。以下同じ。）の推移（最近20年間）を男女別に見ると，2-1-5-2図

のとおりである。

男性については，再入者の人員は，65歳未満の者では平成18年をピークに減少し続けている

が，高齢者では８年以降，21年まで増加し続け，その後は高止まりであった。27年の再入者の

人員を８年と比べると，65歳未満の者では15.6％減少したのに対し，高齢者では約3.6倍に増加

した。再入者率は，65歳未満の者では，上記の再入者人員の減少よりも早いペースで初入者人

員が減少していることから，16年以降上昇し続け，27年は59.5％であったが，高齢者は，

71〜83％と65歳未満の者よりも一貫して高い水準で推移し，27年は73.0％であった。

女性については，再入者の人員は，65歳未満の者，高齢者のいずれも増加傾向にあり，平成

27年の再入者の人員を８年と比べると，65歳未満の者では約2.1倍に，高齢者では約6.5倍にそ

れぞれ増加した。再入者率は，65歳未満の者では，初入者人員が緩やかに減少しているのに対

して，再入者人員が増加していることから，上昇傾向にあり，16年の27.2％から急激に上昇し

続け，27年に46.0％であったが，女性高齢者では，男性同様に再入者率が65歳未満の者よりも

一貫して高く，18年に最近20年間で最低（40.7％）を記録した後，45〜55％台で推移し，27年

は48.6％であった。

なお，総数では，高齢再入者の人員は，平成24年以降，1,600人台の高止まりの状況にあり，

再入者率は，近年，70％前後で推移し，27年は69.6％であった。
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2-1-5-2図 入所受刑者人員中の再入者人員・再入者率の推移（男女別）

（平成８年～27年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
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イ 再入率

平成23年の出所受刑者について，５年以内再入率（各年の出所受刑者人員のうち，出所年を

１年目として，５年目の年末までに，出所後の犯罪により，受刑のため刑事施設に再入所した

者の人員の比率をいう。なお，同一の出所受刑者について，出所後，複数回の刑事施設への再

入所がある場合には，その最初の再入所を計上している。以下同じ。）を総数・女性別に見ると

ともに，出所事由別に見ると，2-1-5-3図のとおりである。

高齢者の再入率は，65歳未満の者の再入率の傾向と同様，満期釈放者が仮釈放者よりも一貫

して高かった。高齢者の５年以内再入率は，65歳未満の者の同再入率と比べると，総数で

1.2pt，仮釈放者で1.9pt，満期釈放者で7.9pt それぞれ低かった。他方，高齢者は，65歳未満の

者に比べて，仮釈放者では，出所年を除き，再入率が低いものの，総数では，出所年から４年

以内まで，また，満期釈放者では，出所年から２年以内まで，それぞれ再入率が高い。

女性高齢者の再入率は，満期釈放者と仮釈放者の差が小さく，４年以上を経過するとほとん

ど差がない。女性高齢者の再入率は，65歳未満の者の再入率と比べると，満期釈放者では，出

所年を除き，一貫して低い（5.8〜7.2pt）のに対し，仮釈放者では，一貫して高かった

（1.9〜7.8pt）。また，女性高齢者のうち，仮釈放者の５年以内再入率（36.9％）は，高齢受刑者

総数の仮釈放者の同再入率（26.9％）と比べて顕著に高かった。
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2-1-5-3図 出所受刑者の出所事由別５年以内再入率（総数・女性別）

（平成23年)
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
３ 「５年以内再入率」は，平成23年の出所受刑者の人員に占める，同年から27年までの各年の年末までに再入所した者の人員の比率をいう。
４ 年齢区分は，前刑出所時の年齢による。再入者の前刑出所時年齢は，再入所時の年齢及び前刑出所年から算出した推計値である。
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平成23年の出所受刑者について，５年以内再入率を総数・女性別に見るとともに，入所度数

別に見ると，2-1-5-4図のとおりである。

高齢者の５年以内の各再入率は，65歳未満の者と比べて，入所度数１度の者（初入者）では，

出所年から一貫して低く，２度又は３度以上の者では，出所年が高く，それ以降はいずれも低

かった。65歳未満の者，高齢者のいずれも入所度数が多いほど再入率が高いが，５年以内再入

率を見ると，65歳未満の者は，初入者と入所度数２度の者との差（22.3pt）が顕著で，入所度数

２度の者と３度以上の者の差（14.2pt）よりも相当大きい。これに対し，高齢者では，５年以内

再入率において，初入者と入所度数２度の者の差が16.1pt，入所度数２度の者と３度以上の者

の差が16.5pt であり，65歳未満の者と比べて，両者間の再入率の差は小さかった。

女性については，高齢再入者の人員が少ないため，初入者と入所度数２度以上の者に区分し

て分析した。女性高齢者の５年以内の各再入率は，初入者では，65歳未満の者と比べて大きな

差はないが，高齢者総数と比べると，出所から３年以降の再入率では女性高齢者の方が高くな

る。入所度数２度以上の者では，高齢者の方が65歳未満の者より，３年以内を除いて，再入率

が高く，特に出所年では4.0pt 高かった。
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2-1-5-4図 出所受刑者の入所度数別５年以内再入率（総数・女性別）
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
３ 「５年以内再入率」は，平成23年の出所受刑者の人員に占める，同年から27年までの各年の年末までに再入所した者の人員の比率をいう。
４ 年齢区分は，前刑出所時の年齢による。再入者の前刑出所時年齢は，再入所時の年齢及び前刑出所年から算出した推計値である。



平成14年から23年の各年の出所受刑者について，５年以内再入率の推移を，総数・女性別に

見るとともに，出所事由別に見ると，2-1-5-5図のとおりである。

高齢者全体の５年以内再入率（総数）は，平成21年から３年連続で低下し，23年の出所受刑

者の同再入率は37.7％であった。高齢者の５年以内再入率について，23年と14年を比べると，

仮釈放者（25〜30％台の横ばいで推移）が，わずかに1.4pt 上昇している一方，満期釈放者が

10.9pt と大幅に低下し，総数でも5.8pt 低下した。高齢者の５年以内再入率（総数）を65歳未

満の者と比べると，17年から６年連続で高かったが，23年はわずかに低くなっている。

女性高齢者については，出所受刑者及びそのうちの再入者の実数が少ないため，各年の再入

率の変動が大きくなる傾向にあることから，長期的なスパンでの傾向は慎重に見る必要があ

る。女性高齢者の５年以内再入率（総数）は，平成17年から34〜39％台で推移し，23年の出所

受               刑者の同再入率は36.9％であった。女性高齢者については，仮釈放者の５年以内再入率が，18

年，22年及び23年の出所受刑者では，満期釈放者とほとんど差がなかった。また，女性高齢者の

５年以内再入率（総数）は，65歳未満の女性よりも，16年の出所受刑者を除き一貫して高かった。
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2-1-5-5図 出所受刑者の出所事由別５年以内再入率の推移（総数・女性別）
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
３ 「５年以内再入率」は，各年の出所受刑者の人員に占める，出所年を１年目として５年目の年末までに再入所した者の人員の比率をいう。
４ 年齢区分は，前刑出所時の年齢による。再入者の前刑出所時年齢は，再入所時の年齢及び前刑出所年から算出した推計値である。



平成17年から26年の各年の出所受刑者について，２年以内再入率の推移を出所事由別に見る

と，2-1-5-6図のとおりである。

高齢者全体の２年以内再入率（総数）は，平成17年には31.1％であったが，21年から低下傾

向にあり，23年から４年連続20％台前半で推移し，26年の出所受刑者の２年以内再入率は

20.4％であった。高齢者の２年以内再入率について，26年と17年を比べると，総数，仮釈放者，

満期釈放者のいずれも低下し，特に満期釈放者が13.4pt の大幅な低下となり，総数では10.7pt

低下するなど，５年以内再入率と比べて低下幅が大きい。満期釈放者の２年以内再入率の大幅

な低下に伴い，仮釈放者の同再入率との差も21年から縮小し続けている。高齢者の２年以内再

入率（総数）は，65歳未満の者よりも，一貫して顕著に高い数値で推移してきたが，上記のと

おり，この10年間で10.7pt 低下し，65歳未満の者との差は縮小傾向にあり，26年は2.1pt 高い

に過ぎない。

女性高齢受刑者の２年以内再入率（総数）は，出所受刑者及び再入者の実数が少ないことか

ら，慎重に傾向を見る必要があるものの，同再入率は，平成25年を除き20％を下回って推移し，

26年の出所受刑者では13.7％と，この10年間で最も低かった。女性高齢者については，仮釈放

者と満期釈放者の２年以内再入率の差は，５年以内再入率と同様に小さい。また，２年以内再

入率（総数）を65歳未満の女性と比べると，この10年間一貫して高いが，65歳未満の女性の同

再入率が上昇傾向にあるため，26年の出所受刑者の同再入率では0.2pt 高いに過ぎなかった。

他方，女性高齢者の２年以内再入率（総数）は，高齢者全体の同再入率と比べると，一貫して

低い。
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2-1-5-6図 出所受刑者の出所事由別２年以内再入率の推移（総数・女性別）

（平成17年～26年）
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
３ 「２年以内再入率」は，各年の出所受刑者の人員に占める，出所年を１年目として２年目の年末までに再入所した者の人員の比率をいう。
４ 年齢区分は，前刑出所時の年齢による。再入者の前刑出所時年齢は，再入所時の年齢及び前刑出所年から算出した推計値である。
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ウ 再犯期間

平成27年の再入者の再犯期間別構成比を，総数・女性別に見るとともに，前刑の出所事由別

に見ると，2-1-5-7図のとおりである。

高齢者と65歳未満の者の再犯期間を比べると，前刑満期釈放者では構成比に大きな差はない

が，前刑仮釈放者では高齢者の５年以上の再犯期間の者が26.0％を占め，65歳未満の者よりも

8.9pt 高かった。

女性高齢者は，65歳未満の者と比べて，前刑仮釈放者では構成比に大きな差はなかったが，

前刑満期釈放者では，出所後，１年未満で再犯に及んだ者が65歳未満の者では約４割であるの

に対し，高齢者では約６割を占めた。
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2-1-5-7図 高齢再入者の再犯期間別構成比（総数・女性別，前刑出所事由別）

①　総数
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 再入時の年齢による。
３ 前刑出所前の犯罪により入所した者を除く。
４ 「再犯期間」は，前回の刑の執行を受けて出所した日から再入に係る罪を犯した日までの期間をいう。
５ （ ）内は，実人員である。



平成27年の高齢再入者（女性は23年から27年の累計）の再犯期間別構成比を，総数・女性別

に見るとともに，前刑出所時の帰住先別に見ると，2-1-5-8図のとおりである。高齢再入者（総

数）について，出所後１年未満で再犯に及んだ者の割合を帰住先別に見ると，「親族」が最も低

く，「その他」が最も高かった。特に再犯期間が「３月未満」の者の割合は，「その他」が，「親

族」又は「知人・雇用主・更生保護施設等」に比べて顕著に高かった。女性高齢者についても

同様の傾向であった。

2-1-5-8図 高齢再入者 再犯期間別構成比（総数・女性別，前刑帰住先別）

①　総数
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 前刑出所前の犯罪により入所した者を除く。
４ 「再犯期間」は，前回の刑の執行を受けて出所した日から再入に係る罪を犯した日までの期間をいう。
５ 「親族」は，父，母，配偶者（内縁関係にある者を含む），兄弟姉妹，その他の親族である。
６ 「更生保護施設等」は，更生保護施設，就業支援センター，自立更生促進センター及び社会福祉施設である。
７ 「その他」は，帰住先が不明，暴力団関係者，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局への身柄引渡し等である。
８ （ ）内は，実人員である。

               

法務総合研究所研究部報告56

− 58 −



エ 居住状況

平成27年の高齢入所受刑者の居住状況を，総数・女性別に見るとともに，入所度数別に見る

と，2-1-5-9図のとおりである。

入所度数２度以上の者（再入者）は，初入者に比べて住居不定の者の割合が顕著に高く，入

所度数が多くなるにつれ，住居不定の者の割合が高くなり，入所度数５度以上の者は，住居不

定の者が３割を超えた。

なお，高齢入所受刑者で住居不定であった者（462人）のうち，約９割（415人）が再入者で

あった。

女性については，高齢再入者の人員が少ないため，初入者と入所度数２度以上の者に区分し

て分析した。女性は，高齢入所受刑者総数に比べて，住居不定の者の割合が低く，再入者でも

7.1％であった。

2-1-5-9図 高齢入所受刑者の居住状況別構成比（総数・女性別，入所度数別）
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②　女性
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 犯行時の居住状況による。ただし，来日外国人及び居住状況が不詳の者を除く。
４ （ ）内は，実人員である。
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（３） 保護観察

平成18年から27年までの仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，有前科者の保護観察

開始人員及び有前科者率（保護観察開始人員に占める有前科者の人員の比率をいう。以下同

じ。）の推移（最近10年間）を見ると，2-1-5-10図のとおりである。

ア 仮釈放者

65歳未満の者では，最近10年間において，仮釈放者全体の人員の減少に伴い，有前科者の人

員も減少傾向にあったが，高齢者では，仮釈放者の人員が約2.1倍に増加したことに伴い，有前

科者の人員も約2.3倍に増加した。高齢仮釈放者の有前科者率は，同期間において，65歳未満の

者よりも一貫して高く，おおむね80％台で推移し，27年は89.4％であった。

イ 保護観察付執行猶予者

保護観察付執行猶予者全体についても，65歳未満の者では，最近10年間において，仮釈放者

の傾向と同様に，保護観察付執行猶予者の人員，そのうちの有前科者の人員のいずれも平成27

年は18年と比べて減少しているが，高齢者では，保護観察付執行猶予者の人員，そのうちの有

前科者の人員が約1.4倍，約1.6倍にそれぞれ増加した。高齢保護観察付執行猶予者の有前科者

率は，同期間において，65歳未満の者よりも一貫して顕著に高く，20年以降80％台で推移し，

27年は87.7％であった。
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2-1-5-10図 保護観察開始人員中の有前科者人員（前科の種類別）・有前科者率の推移

（平成18年～27年)
①　仮釈放者
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 「有前科者」は，今回の保護観察開始前に罰金以上の刑に処せられたことがある者をいう。
３ 「有前科者率」は，保護観察開始人員に占める有前科者の人員の比率をいう。
４ 前科の有無が不詳の者を除く。
５ 複数の前科を有する場合，懲役・禁錮（実刑）の前科がある者は「懲役・禁錮（実刑）の前科あり」に，懲役・禁錮（実刑）の前科がなく，
かつ懲役・禁錮（執行猶予）の前科がある者は「懲役・禁錮（執行猶予）の前科あり」に，罰金の前科のみがある者は「罰金前科あり」に，
それぞれ計上している。



第２節 精神障害のある者

本節においては，精神障害のある者による犯罪等の動向を概観する。

なお，本研究において，精神障害のある者等の定義は，特に断らない限り，次のとおりとす

る。

「精神障害を有する者」

刑事施設において入所時に精神障害（知的障害，人格障害，神経症性障害又はその他の精神

障害（精神作用物質使用による精神及び行動の障害，統合失調症，気分障害等を含む。）をい

う。）を有すると診断された者又は保護観察開始時に精神障害（知的障害，人格障害，神経症性

障害又はその他の精神障害をいう。）を有することが明らかな者をいう。

「知的障害を有する者」

刑事施設において入所時に知的障害を有すると診断された者又は保護観察開始時に知的障害

を有することが明らかな者をいう。

「知的障害以外の精神障害を有する者」

刑事施設において入所時に知的障害以外の精神障害（人格障害，神経症性障害及びその他の

精神障害をいう。）を有すると診断された者又は保護観察開始時に知的障害以外の精神障害を

有することが明らかな者をいう。

「精神障害のない者」

刑事施設において入所時に精神障害を有すると診断された者以外の者（精神診断の結果が不

詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。）又は保護観察開始時に知的障害，人格障

害，神経症性障害又はその他の精神障害を有することが明らかな者以外の者（精神状況が不詳

の者を除く。）をいう。

法務総合研究所研究部報告56

− 62 −



１ 検挙

本項においては，精神障害者等（精神障害者(＊５)又は精神障害の疑いのある者(＊６)をいう。以

下この項において同じ。）の刑法犯検挙人員等の推移を見ることとする。

精神障害者等による刑法犯検挙人員及び刑法犯検挙人員（総数）に占める精神障害者等の人

員の比率（以下「精神障害者等率」という。）の推移（最近20年間）を罪名別に見ると，2-2-1-1

図のとおりである。

精神障害者等による刑法犯検挙人員は，過去20年間にわたって増加傾向にあり，平成27年

（3,950人）は８年（1,999人）の約２倍に上った。罪名別で見ると，窃盗については，27年

（1,503人）は８年（1,098人）の約1.4倍であり，傷害・暴行については，27年（945人）は８年

（225人）の4.2倍に増加している。また，精神障害者等による刑法犯検挙人員のうち精神障害の

疑いのある者の人員は，８年（1,273人）と比べて27年（1,616人）は約1.3倍であるのに対し，

精神障害者の人員は，８年（726人）と比べて27年（2,334人）は約3.2倍に増加している。

精神障害者等率は，平成８年の0.7％から27年の1.7％へと約2.4倍に上昇した。主要な罪名

の精神障害者等率を見ると（2-2-1-1図②〜⑨），過去20年間の各年において，一貫して，放火

が最も高く（27年は20.3％），次いで，殺人（27年は13.7％）の順であった。それ以外の罪名に

ついては，27年の精神障害者等率を見ると，脅迫が4.0％，強盗が3.4％，傷害・暴行が2.0％，

強姦・強制わいせつが1.9％を占め，それぞれ総数で見た精神障害者等率（1.7％）より高い一

方，詐欺（1.5％）及び窃盗（1.2％）はこれより低かった。
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(＊５) 統合失調症，精神作用物質による急性中毒若しくはその依存症，知的障害，精神病質又はその他の精神

疾患を有する者をいい，精神保健指定医の診断により医療及び保護の対象となる者に限る。

(＊６) 精神保健福祉法23条の規定による都道府県知事への通報の対象となる者のうち，精神障害者以外の者を

いう。



2-2-1-1図 刑法犯 精神障害者等の検挙人員・精神障害者等率の推移（罪名別）

（平成８年～27年)
②　殺人①　総数

④　傷害・暴行③　強盗

⑥　窃盗⑤　脅迫

⑧　強姦・強制わいせつ⑦　詐欺

⑨　放火
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注 １ 警察庁の統計による。
２ 「精神障害者等」は，「精神障害者」（統合失調症，精神作用物質による急性中毒若しくはその依存症，知的障害，精神病質又はその他の精
神疾患を有する者をいい，精神保健指定医の診断により医療及び保護の対象となる者に限る。）及び「精神障害の疑いのある者」（精神保健福
祉法23条の規定による都道府県知事への通報の対象となる者のうち，精神障害者以外の者）をいう。

３ 「精神障害者等率」は，検挙人員に占める精神障害者等の人員の比率をいう。
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平成27年における精神障害者等による刑法犯検挙人員の罪名別構成比は，2-2-1-2図のとお

りである。窃盗が全体の38.1％と最も高く，次いで，傷害・暴行が23.9％を占めている。

2-2-1-2図 刑法犯 精神障害者等の検挙人員の罪名別構成比

（平成27年)

強姦・強制
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21.5
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放　　　火　3.0
殺　　　人　3.2
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注 １ 警察庁の統計による。
２ 「精神障害者等」は，「精神障害者」（統合失調症，精神作用物質による急性中毒若しくはその依存症，知的障害，精神病質又はその他の精
神疾患を有する者をいい，精神保健指定医の診断により医療及び保護の対象となる者に限る。）及び「精神障害の疑いのある者」（精神保健福
祉法23条の規定による都道府県知事への通報の対象となる者のうち，精神障害者以外の者）をいう。
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２ 検察

検察庁において心神喪失を理由に不起訴処分に付された被疑者人員の推移（最近20年間）は，

2-2-2-1図のとおりである。平成８年から16年までは，300人台から400人台でおおむね横ばい

に推移していたが，心神喪失者等医療観察制度（本節３項参照）が開始された17年から増加傾

向に転じ，23年には８年以降で最高の633人となった。24年以降は，500人台で推移していると

ころ，27年は551人（８年の約1.2倍）であった。

2-2-2-1図 心神喪失による不起訴処分の人員の推移

（平成８年～27年)
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注 １ 検察統計年報による。
２ 過失運転致死傷等及び道交違反を除く。
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３ 心神喪失者等医療観察制度

心神喪失者等医療観察制度は，心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し，継続

的かつ適切な医療及びその確保のために必要な観察・指導を行うことによって，病状の改善と

これに伴う同様の行為の再発の防止を図り，もってその社会復帰を促進することを目的とし

て，平成17年に施行された心神喪失者等医療観察法により運用されている。その手続の流れ

は，2-2-3-1図のとおりである。
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2-2-3-1図 心神喪失者等医療観察法による手続の流れ

心神喪失者等医療観察制度の対象となるのは，①不起訴処分において，対象行為（放火，強

制わいせつ及び強姦，殺人，強盗（これらの未遂を含む。）並びに傷害）を行ったこと及び心神

喪失又は心神耗弱であることが認められた者，②対象行為について，心神喪失を理由に無罪の

確定裁判を受けた者，又は，心神耗弱を理由に刑を減軽する旨の確定裁判（懲役又は禁錮の実

刑判決であって，執行すべき刑期があるものを除く。）を受けた者である。これらの対象者につ

いては，原則として，検察官の申立てにより審判が行われる。その審判は，裁判官と精神保健

審判員（精神科医）の合議体により行われ，医療の要否・内容が決定される。
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検察官による医療観察申立人員及び同人員中の不起訴人員（不起訴処分において心神喪失者

等医療観察制度の対象者であることが認められ，検察官が審判の申立てをした者）の推移（最

近10年間）は，2-2-3-2図のとおりである。平成17年に心神喪失者等医療観察制度が開始された

後，18年以降の医療観察申立人員は，おおむね300人台から400人台で推移しているところ，各

年の医療観察申立人員のうち不起訴人員が占める比率は８割以上であり，それ以外が確定裁判

を受けた人員である。27年の検察官による医療観察申立人員は，313人であり，同人員における

不起訴人員が占める比率は，89.1％（279人）であった。

2-2-3-2図 検察官申立人員等の推移

（平成18年～27年)
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注 １ 法務省刑事局の資料による。
２ 「不起訴人員」は，「検察官申立人員」の内数であり，不起訴処分において心神喪失者等医療観察制度の対象者であることが認められ，検察
官が審判の申立てをした者である。
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平成27年の検察官による心神喪失者等医療観察申立人員の対象行為別の構成比は，2-2-3-3

図のとおりである。傷害（35.8％）の比率が最も高く，次いで，精神障害者等率が高い，殺人

（29.1％），放火（26.5％）の順に続いている。

2-2-3-3図 検察官申立人員の対象行為別構成比

（平成27年)

傷害
35.8
傷害
35.8
傷害
35.8

殺人
29.1
殺人
29.1
殺人
29.1

放火
26.5
放火
26.5
放火
26.5

強　盗　5.1
強姦等　3.5

総　数
313人

注 １ 法務省刑事局の資料による。
２ 「対象行為」は，一定の刑法の罰条に規定する行為に当たるものをいう（心神喪失者等医療観察法２条１項参照）。
３ 「傷害」は，現場助勢に当たる行為を含まない。
４ 「殺人」は，殺人予備に当たる行為を含まない。
５ 「放火」は，現住建造物等放火，非現住建造物等放火及び建造物等以外放火に当たる行為（ただし，予備に当たる行為を除く。）をいい，延
焼及び消火妨害に当たる行為を含まない。
６ 「強盗」は，強盗及び事後強盗に当たる行為（ただし，予備に当たる行為を除く。）をいい，昏睡強盗に当たる行為を含まない。
７ 「強姦等」は，強制わいせつに当たる行為を含む。
８ 複数の対象行為が認められた事件は，法定刑の最も重いものに，複数の対象行為の法定刑が同じ場合には対象行為の欄において上に掲げ
られているものに計上している。
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４ 矯正

本項においては，精神障害を有する者の動向等について概観する。

精神障害を有する者のうち，女性の人員が毎年少ないため，本項では，女性については，一

部の項目において，平成23年から27年までの５年間の人員の累計により特徴等を概観すること

とする。

（１） 人員

平成27年の入所受刑者人員のうち，精神障害を有する者の精神障害の種別ごとの人員の推移

（最近20年間）を総数・女性別に見ると，2-2-4-1図のとおりである。

平成27年における精神障害を有する者の人員は2,825人で，８年（1,146人）と比べて約2.5倍

に増加した。精神障害の種別では，知的障害と人格障害は，この20年間において，おおむね横

ばいで推移しているが，神経症性障害は約８倍，その他の精神障害は約2.7倍にそれぞれ増加し

た。入所受刑者中に占める精神障害を有する者の比率は5.1％から13.1％に上昇した。

精神障害を有する者のうち，平成27年の女性の人員は495人であり，８年（82人）と比べて約

６倍に急増した。精神障害の種別では，知的障害と人格障害は，人員が少なく，入所年による

増減はあるものの，おおむね横ばいの傾向であるのに対し，神経症性障害は４人から115人へと

約28.8倍，その他の精神障害は44人から343人へと約7.8倍にそれぞれ急増し，女性の入所受刑

者に占める精神障害を有する者の比率は，８年の7.7％から，24年に20％を超え，27年は23.3％

であった。
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2-2-4-1図 精神障害を有する入所受刑者の人員・比率の推移（総数・女性別，精神障害別）

①　総数
（平成８年～27年)

②　女性
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「その他の精神障害｣は，精神作用物質使用による精神及び行動の障害，統合失調症，気分障害等を含む。
４ 「知的障害を有する者の比率」は，入所受刑者に占める知的障害を有する者の比率をいう。
５ 「知的障害以外の精神障害を有する者の比率」は，入所受刑者に占める人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害を有する者の比率を
いう。



（２） 年齢層

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の年齢層別構成比について，総数・女

性別に見るとともに，これを精神状況別（精神障害なし，知的障害，知的障害以外の精神障害

の別をいう。以下この節において同じ。）に見ると，2-2-4-2図のとおりである。

知的障害を有する者は，精神障害のない者，知的障害以外の精神障害を有する者と比べ，29

歳以下の者の割合が高く（21.6％），知的障害以外の精神障害を有する者は，精神障害のない

者，知的障害を有する者と比べ，40〜49歳の者の割合が高く（34.5％），高齢者の割合は最も低

かった（6.7％）。

女性は，知的障害以外の精神障害を有する者では，精神障害のない者，知的障害を有する者

と比べて，40〜49歳の者の割合が高く，50歳以上の高い年齢層の割合が低かった。

2-2-4-2図 入所受刑者の年齢層別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

②　女性

15.215.2

21.621.6

9.79.7

23.323.3

20.120.1

24.024.0

26.526.5

22.322.3

34.534.5

23.723.7

26.526.5

25.125.1

11.311.3

9.59.5

6.76.7

精神障害なし
（18,711)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,542)

11.711.7

15.315.3

12.512.5

24.424.4

20.320.3

29.829.8

25.525.5

28.828.8

35.135.1

22.122.1

27.127.1

16.816.8

16.316.3

8.58.5

5.85.8

精神障害なし
（8,436)

知 的 障 害
（59)

知的障害以外
の精神障害

（2,289)

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～64歳 65歳以上

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～64歳 65歳以上

（平成27年)

（平成23年~27年の累計)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の年齢による。
３ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
４ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
５ （ ）内は，実人員である。
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（３） 居住状況

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の居住状況別構成比について，総数・

女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-3図のとおりである。知的障害を有

する者は，「住居不定」の割合が，精神障害のない者，知的障害以外の精神障害を有する者と比

べて高かった。女性についても同様の傾向であるが，「住居不定」の割合は，入所受刑者総数と

比べると顕著に低く，知的障害を有する者でも約１割であった。

2-2-4-3図 入所受刑者の居住状況別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

②　女性
（平成23年～27年の累計)

19.919.9

23.123.1

14.914.9

80.180.1

76.976.9

85.185.1

精神障害なし
（18,216)

知 的 障 害
（281)

知的障害以外
の精神障害

（2,496)

8.78.7

12.112.1

7.47.4

91.391.3

87.987.9

92.692.6

精神障害なし
（8,003)

知 的 障 害
（58)

知的障害以外
の精神障害

（2,244)

住居不定

住居不定 住居不定以外

住居不定以外

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 犯行時の居住状況による。ただし，来日外国人及び居住地が不詳の者を除く。
５ （ ）内は，実人員である。
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（４） 婚姻状況

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の婚姻状況別構成比について，総数・

女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-4図のとおりである。

知的障害を有する者は「未婚」の割合が顕著に高く（76.0％），「配偶者あり」の割合が低かっ

た（7.1％）。知的障害以外の精神障害を有する者と精神障害のない者とでは，構成比に大きな

差はなく，「未婚」と「離別」がそれぞれ約４割を占めた。

女性についても，知的障害以外の精神障害を有する者と精神障害のない者とでは，同様に構

成比に大きな差はなく，これらの者のうち「未婚」の者は約２割であるが，知的障害を有する

者では３割を超えていた（35.6％）。

2-2-4-4図 入所受刑者の婚姻状況別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

（平成23年～27年の累計)

39.839.8

76.076.0

36.936.9

20.320.3

7.17.1

21.121.1

38.338.3

15.215.2

40.940.9

1.8

1.1

精神障害なし
（18,710)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,542)

18.918.9

35.635.6

22.122.1

34.734.7

23.723.7

31.931.9

39.239.2

37.337.3

42.742.7

7.37.3

3.4

3.3

精神障害なし
（8,435)

知 的 障 害
（59)

知的障害以外
の精神障害

（2,287)

未婚 死別

死別 1.6
配偶者あり 離別未婚

離別配偶者あり

（平成27年)

②　女性

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 犯行時の婚姻状況による。ただし，婚姻状況が不詳の者を除く。
５ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
６ （ ）内は，実人員である。
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（５） 就労状況

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の就労状況別構成比について，総数・

女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-5図のとおりである。精神障害のな

い者は，有職者の割合が３割を超えているが，知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害

を有する者共に有職者の割合は２割前後であった。女性は，精神障害のない者では，有職者の

割合が約２割で，知的障害以外の精神障害を有する者では約１割，知的障害を有する者では１

割に満たなかった。

2-2-4-5図 入所受刑者の就労状況別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

（平成23年～27年の累計)
②　女性

33.333.3

24.424.4

19.819.8

66.766.7

75.675.6

80.280.2

精神障害なし
（18,633)

知 的 障 害
（279)

知的障害以外
の精神障害

（2,532)

18.918.9

6.96.9

12.412.4

81.181.1

93.193.1

87.687.6

精神障害なし
（8,412)

知 的 障 害
（58)

知的障害以外
の精神障害

（2,281)

有職 無職

有職

（平成27年)

無職

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 犯行時の就労状況による。ただし，学生・生徒，家事従事者及び就労状況が不詳の者を除く。
５ （ ）内は，実人員である。

               

高齢者及び精神障害のある者の犯罪と処遇に関する研究

− 75 −



（６） 教育程度

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の教育程度別構成比について，総数・

女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-6図のとおりである。知的障害を有

する者は，不就学の者及び中学校卒業の者の割合が合わせて６割を超えており，精神障害のな

い者，知的障害以外の精神障害を有する者と比べて顕著に高く，大学進学の者の割合が顕著に

低かった。知的障害以外の精神障害を有する者は，女性の場合も含め，精神障害のない者と比

べて構成比に大きな差はなかった。

2-2-4-6図 入所受刑者の教育程度別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

②　女性
（平成23年～27年の累計)

不就学 0.9

2.8

1.0

37.837.8

62.262.2

41.141.1

24.424.4

13.813.8

27.727.7

27.827.8

20.520.5

22.422.4

9.29.2

0.7

7.87.8

精神障害なし
（18,703)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,541)

知的障害以外
の精神障害

（2,285)

大学進学

不就学 2.4

5.15.1

1.3

34.634.6

50.850.8

34.734.7

21.521.5

13.613.6

26.126.1

32.032.0

28.828.8

26.926.9

9.59.5

1.7

11.011.0

精神障害なし
（8,427)

知 的 障 害
（59)

大学進学

中学卒業 高校中退 高校卒業

中学卒業 高校中退 高校卒業

（平成27年)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 教育程度は，犯行時における最終学歴又は就学状況である。ただし，教育程度が不詳の者を除く。
５ 「不就学」は，小学校中退，小学校卒業及び中学校中退を含む。
６ 「高校中退」は，高校在学を含む。
７ 「大学進学」は，大学在学，大学中退及び大学卒業をいう。
８ （ ）内は，実人員である。
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（７） 罪名

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の罪名別構成比について，総数・女性

別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-7図のとおりである。知的障害を有する

者は，窃盗が過半数（52.7％）を占める一方，覚せい剤取締法違反の割合（4.6％）については，

精神障害のない者，知的障害以外の精神障害を有する者に比べて顕著に低かった。知的障害以

外の精神障害を有する者は，覚せい剤取締法違反の割合が37.3％を占め，精神障害のない者

（26.9％）と比べて高いが，それ以外の罪名の構成比に大きな差はなかった。

女性についても，知的障害を有する者は，窃盗が過半数（54.2％）を占めた。また，知的障

害以外の精神障害を有する者は，覚せい剤取締法違反（44.2％）と窃盗（39.7％）で全体の８

割以上を占めた。
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2-2-4-7図 入所受刑者の罪名別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

②　女性
（平成23年～27年の累計)

41.641.6

54.254.2

39.739.7

37.537.5

11.911.9

44.244.2

6.46.4

13.613.6

2.8

道路交通法 2.5

横領・背任 1.7

6.86.8

2.4

傷害 3.4

1.6

放火 1.8

8.78.7

10.210.2

7.57.5

精神障害なし
（8,436)

知 的 障 害
（59)

知的障害以外
の精神障害

（2,289)

33.133.1

52.752.7

31.231.2

26.926.9

4.64.6

37.337.3

9.29.2

8.18.1

5.55.5

4.94.9

2.8

4.34.3

3.93.9

5.05.0

強盗 2.6

2.1

5.75.7

住居侵入 3.2

19.019.0

21.921.9

16.116.1

精神障害なし
(18,711)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,542)

道路交通法 傷害

強制わいせつ

殺人 1.7

（平成27年)

窃盗 覚せい剤取締法 詐欺 その他

窃盗 覚せい剤取締法 詐欺 その他

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ （ ）内は，実人員である。



（８） 刑期

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の刑期別構成比について，総数・女性

別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-8図のとおりである。知的障害を有する

者は，総数，女性共に１年以下の刑期の者の割合が約３割を占め，精神障害がない者，知的障

害以外の精神障害を有する者と比べて，その割合が高かった。

2-2-4-8図 入所受刑者の刑期別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数

20.520.5

30.030.0

21.021.0

37.037.0

37.537.5

41.341.3

24.124.1

18.018.0

24.524.5

13.013.0

11.711.7

9.59.5

5.45.4

2.8

3.7

精神障害なし
（18,708)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,542)

５年を
超える

21.621.6

33.933.9

18.118.1

45.845.8

33.933.9

47.847.8

20.820.8

16.916.9

23.323.3

7.37.3

10.210.2

6.96.9

4.54.5

5.15.1

3.8

精神障害なし
（8,436)

知 的 障 害
（59)

知的障害以外
の精神障害

（2,289)

５年を
超える

５年以下

１年以下 ３年以下 ５年以下２年以下

１年以下 ３年以下２年以下

（平成27年)

（平成23年～27年の累計)
②　女性

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 「５年を超える」は，無期を含む。
５ （ ）内は，実人員である。
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（９） 入所度数

平成27年の入所受刑者（女性は23年から27年の累計）の入所度数別構成比について，総数・

女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-4-9図のとおりである。

知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害を有する者のうち，入所度数が２度以上の者

（再入者）の割合は，それぞれ65.0％，68.4％と，精神障害のない者（58.1％）よりも高かった。

知的障害を有する者と知的障害以外の精神障害を有する者の入所度数を比べると，構成比に大

きな差はなかった。

女性は，再入者の割合が知的障害を有する者で50.8％，知的障害以外の精神障害を有する者

で44.9％であった。知的障害以外の精神障害を有する者について見ると，女性では，精神障害

のない者と比べて，入所度別構成比に大きな差はなかった。
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2-2-4-9図 入所受刑者の入所度数別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数
（平成27年)

（平成23年～27年の累計)
②　女性

41.941.9

35.035.0

31.631.6

43.543.5

45.945.9

49.349.3

10.310.3

10.610.6

14.414.4

4.44.4

8.58.5

4.84.8

精神障害なし
（18,711)

知 的 障 害
（283)

知的障害以外
の精神障害

（2,542)

10度以上

56.456.4

49.249.2

55.155.1

38.838.8

44.144.1

40.940.9

６～９度 3.7

3.4

3.4

10度以上 1.1

3.4

0.6

精神障害なし
（8,436)

知 的 障 害
（59)

知的障害以外
の精神障害

（2,289)

１度 ２～５度 ６～９度

１度 ２～５度

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ （ ）内は，実人員である。



５ 更生保護

本項においては，仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，精神障害を有する者の動向

等を概観する。

精神障害を有する者のうち，女性の仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の各年の人員が少な

いため，保護観察開始人員の罪名別構成比及び居住状況別構成比を見る場合，女性については，

平成23年から27年までの５年間の人員の累計により概観することとする。

（１） 人員

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者の精神状況別保護観察開始人員，並びに知的障害を有す

る者及び知的障害以外の精神障害を有する者それぞれの比率（保護観察開始人員に占める知的

障害を有する者及び知的障害以外の精神障害を有する者それぞれの割合）の推移（平成10年以

降）を見ると，2-2-5-1図のとおりである。

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者共に，知的障害を有する者の人員は平成10年以降増減を

繰り返しながら緩やかな増加傾向にあり，また，知的障害以外の精神障害を有する者の27年の

人員は，10年に比べて，仮釈放者の総数では約6.8倍，女性では約15.3倍に，保護観察付執行猶

予者の総数では約4.5倍，女性では約6.3倍に，それぞれ大きく増加した。

また，知的障害以外の精神障害を有する者の比率は，仮釈放者では平成10年の1.6％から27年

の10.7％に，保護観察付執行猶予者では10年の3.4％から27年の18.7％に，いずれも上昇した。

特に，女性については，知的障害以外の精神障害を有する者の比率の上昇が顕著であり，仮釈

放者では10年の3.7％から27年の30.0％に，保護観察付執行猶予者では10年の7.3％から27年の

39.2％に，いずれも大きく上昇した。
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2-2-5-1図 精神障害を有する者の保護観察開始人員・比率の推移（総数・女性別，精神障害別）

（平成10年～27年）
①　仮釈放者

ア　総数 イ　女性

②　保護観察付執行猶予者

ア　総数 イ　女性

124

213

38

345

3.9

18.7

0

10

20

30

40

50

0

200

400

600

800

平成

（人） （％）

知的障害を
有する者
の比率

知的障害以外の
精神障害を
有する者の比率

25 

73 
10 

112

5.0

39.2

0

10

20

30

40

50

0

50

100

150

200

250

300

平成

（人） （％）

知的障害を
有する者
の比率

220

知的障害以外の
精神障害を
有する者の比率

181
429

128

881

1.3

10.7

0

10

20

30

40

50

0

500

1,000

1,500

2,000

2725201510

2725201510

2725201510

2725201510

平成

（人）

1,619

720

507
（％）

知的障害を
有する者
の比率

知的障害以外の
精神障害を
有する者の比率

19

175

46

267

1.2

30.0

0

10

20

30

40

50

0
50

100

150

200
250

300
350

400
450

500
550

平成

（人） （％）

知的障害を
有する者
の比率

知的障害以外の
精神障害を
有する者の比率

知的障害 人格障害 神経症性障害 その他の精神障害

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察開始時の精神状況による。ただし，精神状況が不詳の者を除く。
３ 「知的障害を有する者の比率」は，保護観察開始人員に占める知的障害を有する者の比率をいう。
４ 「知的障害以外の精神障害を有する者の比率」は，保護観察開始人員に占める人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害を有する者の
比率をいう。
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（２） 罪名

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，平成27年における保護観察開始人員（女性は

23年から27年の累計）の罪名別構成比を総数・女性別に見るとともに，これを精神状況別に見

ると，2-2-5-2図のとおりである。

ア 仮釈放者

総数，女性共に，知的障害を有する者は，精神障害のない者及び知的障害以外の精神障害を

有する者と比べて，窃盗の割合が高く，覚せい剤取締法違反の割合が低かった。

イ 保護観察付執行猶予者

総数を見ると，知的障害を有する者は，精神障害のない者及び知的障害以外の精神障害を有

する者と比べて，窃盗の割合が高く，覚せい剤取締法違反の割合が低かった。

女性を見ると，窃盗の割合には大きな差が見られないが，覚せい剤取締法違反の割合を見る

と，知的障害を有する者及び知的障害以外の精神障害を有する者共に，精神障害のない者と比

べて低かった。
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2-2-5-2図 保護観察開始人員の罪名別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　仮釈放者

　ア　総数 （平成27年)

　イ　女性 （平成23年～27年の累計)

②　保護観察付執行猶予者

　ア　総数 （平成27年)

　イ　女性 （平成23年～27年の累計)

33.333.3

62.462.4

34.134.1

27.527.5

8.38.3

38.838.8

9.89.8

3.33.3

5.85.8

4.64.6

3.93.9

2.6 

5.05.0

4.04.0

21.021.0

17.117.1

14.7 14.7 

傷害
3.8

49.249.2

38.138.1

6.56.5

16.416.4

5.65.6

8.68.6

4.04.0

4.54.5 3.43.4

23.423.4

29.029.0

強制わいせつ

11.311.3

34.334.3 8.18.1 5.95.9 5.75.7 31.931.914.114.1

道路交通法

放火

住居侵入

脅迫

35.335.3

66.366.3

40.740.7

39.939.9

12.812.8

42.542.5

7.07.0

5.85.8

4.14.1

殺人
2.9 

2.9 

過失運転致死傷等 2.0 

4.74.7

強盗 2.3 

傷害 2.3 

13.013.0

8.18.1

7.57.5

放火

42.242.2

42.542.5

45.345.3

32.532.5

18.818.8

24.524.5

4.54.5

2.52.5

傷害
3.5

8.88.8

5.75.7

道路交通法 3.5 

10.010.0

6.56.5

殺人 2.5 

4.64.6

横領・背任 2.5 

13.713.7

10.010.0

13.313.3

偽造 2.5

窃盗 覚せい剤取締法

覚せい剤取締法

詐欺 強盗 その他

窃盗

覚せい剤取締法

詐欺

詐欺

その他

窃盗
覚せい剤
取締法 その他

詐欺窃盗 その他

傷害

放火

精神障害なし
（11,856)

知 的 障 害
（181)

知的障害以外
の精神障害

（1,438)

精神障害なし
（6,110）

知 的 障 害
（86）

知的障害以外
の精神障害

（2,020）

精神障害なし
（2,460）

知 的 障 害
（124）

知的障害以外
の精神障害

（596）

精神障害なし
（1,411）

知 的 障 害
（80）

知的障害以外
の精神障害

（872）

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察開始時の精神状況による。ただし，精神状況が不詳の者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ （ ）内は，実人員である。
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（３） 居住状況

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，平成27年における保護観察開始人員（女性は

23年から27年の累計）の居住状況別構成比を総数・女性別に見るとともに，これを精神状況別

に見ると，2-2-5-3図のとおりである。

ア 仮釈放者

総数を見ると，「親族と同居」（「配偶者と同居」，「両親と同居」，「父と同居」，「母と同居」及

び「その他の親族と同居」を合わせたもの。以下この項において同じ。）の占める割合は，知的

障害を有する者では，精神障害のない者と比べてやや低く，知的障害以外の精神障害を有する

者では，精神障害のない者と比べてやや高かった。また，精神障害のない者，知的障害を有す

る者，知的障害以外の精神障害を有する者のいずれにおいても，「更生保護施設」の割合が高

く，「単身居住」の割合が低かった。

女性について見ると，「親族と同居」の占める割合は，知的障害を有する者では，精神障害の

ない者及び知的障害以外の精神障害を有する者と比べて低かった。また，精神障害のない者，

知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害を有する者のいずれも，「更生保護施設」の割合

が高く，「単身居住」の割合が低かった。

イ 保護観察付執行猶予者

総数を見ると，精神障害のない者，知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害を有する

者のいずれにおいても，「単身居住」の割合が高く，「更生保護施設」の割合が低かった。

女性について見ると，「親族と同居」の占める割合は，知的障害を有する者では，精神障害の

ない者及び知的障害以外の精神障害を有する者と比べて低かった。また，精神障害のない者，

知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害を有する者のいずれも「単身居住」の割合が「更

生保護施設」を大幅に上回った。
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2-2-5-3図 保護観察開始人員の居住状況別構成比（総数・女性別，精神状況別）

　イ　女性 （平成23年～27年の累計)

配偶者と同居
18.5

配偶者と同居
18.5

16.316.3

15.715.7

両親と同居
12.9

両親と同居
12.9

11.611.6

16.916.9

父と
同居
4.1

父と
同居
4.1

8.18.1

5.45.4

母と同居
13.7
母と同居
13.7

9.39.3

17.117.1

その他の
親族と同居
17.3

その他の
親族と同居
17.3

11.611.6

12.912.9

更生保護施設
20.2

更生保護施設
20.2

26.726.7

19.519.5

0.2

5.85.8

2.7

その他
10.2
その他
10.2

10.510.5

9.69.6

精神障害なし
（6,110)

知 的 障 害
（86)

知的障害以外
の精神障害

（2,020)

雇主宅
0.6 単身居住 2.6

親族と同居 66.4％

親族と同居 57.0％

親族と同居 68.0％

　イ　女性 （平成23年～27年の累計)

配偶者と同居
23.2

配偶者と同居
23.2

20.020.0

23.123.1

両親と同居
13.6

両親と同居
13.6

17.517.5

15.815.8

2.5

2.92.9

母と同居
12.8
母と同居
12.8

10.010.0

12.312.3

その他の親族と同居
18.5

その他の親族と同居
18.5

7.57.5

13.313.3

1.3

0.1

単身居住
19.1
単身居住
19.1

20.020.0

20.920.9

その他
9.4
その他
9.4

21.321.3

11.611.6

精神障害なし
（1,411)

知 的 障 害
（80)

知的障害以外
の精神障害

（872)

更生保護施設 1.3

雇主宅 0.1父と同居 1.9

0.1

親族と同居 70.1％

親族と同居 57.5％

親族と同居 67.3％

配偶者と同居
16.6

配偶者と同居
16.6

8.18.1

14.114.1

両親と同居
17.8

両親と同居
17.8

21.821.8

16.816.8

父と
同居
4.2

父と
同居
4.2

3.23.2

4.04.0

母と同居
14.6
母と同居
14.6

14.514.5

10.210.2

6.36.3

その他の
親族と同居

8.18.1

8.68.6

5.45.4

3.23.2

1.7

2.4

単身居住
25.1
単身居住
25.1

20.220.2

29.929.9

その他
9.2
その他
9.2

18.518.5

14.814.8

精神障害なし
（2,460)

知 的 障 害
（124)

知的障害以外
の精神障害

（596)

更生保護施設
雇主宅 0.8

親族と同居 59.5％

親族と同居 55.6％

親族と同居 53.7％

（平成27年)

②　保護観察付執行猶予者
　ア　総数

①　仮釈放者
　ア　総数 （平成27年)

11.811.8

5.55.5

11.511.5

両親と同居
16.6

両親と同居
16.6

13.313.3

19.119.1

父と
同居
4.3

父と
同居
4.3

5.55.5

5.25.2

母と同居
14.8
母と同居
14.8

16.016.0

18.418.4

7.97.97.9

7.27.2

9.59.5

更生保護施設
31.9

更生保護施設
31.9

37.637.6

23.123.1

0.6

1.3

6.66.6

2.9

その他
8.0
その他
8.0

7.77.7

9.29.2

精神障害なし
（11,856)

知 的 障 害
（181)

知的障害以外
の精神障害

（1,438)

単身居住
2.5

雇主宅
2.1

親族と同居 55.5％

親族と同居 47.5％

親族と同居 63.6％

配偶者と同居
その他の
親族と同居

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察開始時の精神状況による。ただし，精神状況が不詳の者を除く。
３ 保護観察開始時の居住状況による。
４ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
５ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
６ 「その他」は，居住状況が不詳の者を含む。
７ （ ）内は，実人員である。



６ 再犯

本項においては，刑事施設に再入所した精神障害を有する者の再犯状況等並びに仮釈放者及

び保護観察付執行猶予者中の精神障害を有する者のうち，有前科者の保護観察開始人員の推移

等について概観する。

精神障害を有する者のうちの女性の再入者の人員が毎年少ないため，一部の項目において，

男女の総数の数値のみを示したり，あるいは，女性については平成23年から27年までの５年間

の人員の累計の数値を示している。

（１） 矯正

ア 人員

入所受刑者人員のうち，初入者及び再入者の人員並びに再入者率の推移（最近20年間）を，

総数・女性別に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-6-1図のとおりである。

知的障害を有する再入者の人員の総数は，最近20年間において，145人から233人の間で増減

を繰り返し，平成27年は184人であった。再入者率は，64〜77％台で推移し，27年は65.0％で

あった。

知的障害以外の精神障害を有する再入者の人員は，最近20年間で約2.7倍に増加し，平成27年

は1,738人であり，知的障害を有する再入者の人員の約9.4倍であった。再入者率は，57〜72％

台で推移しているところ，14年から上昇傾向にあり，22年までは知的障害を有する者と比べて

一貫して低かったが，23年，26年及び27年はわずかに高くなり，27年は68.4％であった。

女性については，知的障害を有する再入者の人員は極めて少なく，毎年２〜11人の間で増減

を繰り返した。一方，知的障害以外の精神障害を有する再入者の人員は，最近20年間で約9.1倍

に増加し，平成27年は236人であった。再入者率は，総数と比較すると一貫して低く，９年から

23年までは30％台で推移していたが，18年から上昇傾向にあり，24年には40％を超え，27年は

49.4％まで上昇した。

全体として見ると，精神障害のない者の再入者率と比べると，総数においては，知的障害を

有する者及び知的障害以外の精神障害を有する者の再入者率は，いずれも高いが，女性におい

ては，再入者率に大きな差は見られなかった（毎年の増減幅が大きい知的障害を有する者を除

く。）。
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2-2-6-1図 入所受刑者人員中の再入者人員・再入者率の推移（総数・女性別，精神状況別）

（平成８年～27年)
①　総数

②　女性

イ　知的障害ア　精神障害なし

イ　知的障害
ア　精神障害なし

ウ　知的障害以外の精神障害

ウ　知的障害以外の精神障害
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再入者

初入者

初入者
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
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イ 出所事由及び帰住先

平成27年の再入者（女性は23年から27年の累計）の前刑出所時の出所事由を，総数・女性別

に見るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-6-2図のとおりである。

総数では，知的障害を有する者，知的障害以外の精神障害を有する者共に，精神障害のない

者に比べて，満期釈放者の割合が高く，特に知的障害を有する者が顕著に高かった。

女性については，全体的に満期釈放者の割合は総数よりも低い水準にあるものの，総数と同

様の傾向であり，特に知的障害を有する者は，知的障害以外の精神障害を有する者，精神障害

のない者に比べて満期釈放者の割合が顕著に高かった。

2-2-6-2図 再入者の前刑出所事由別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数 （平成27年)

②　女性 （平成23年～27年の累計)

48.448.4

28.828.8

37.237.2

51.651.6

71.271.2

62.862.8

精神障害なし
（10,879)

知 的 障 害
（184)

知的障害以外
の精神障害

（1,738)

68.368.3

43.343.3

60.860.8

31.731.7

56.756.7

39.239.2

精神障害なし
（3,673)

知 的 障 害
（30)

知的障害以外
の精神障害

（1,027)

仮釈放

仮釈放

満期釈放

満期釈放

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
５ （ ）内は，実人員である。
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平成27年の再入者（女性は23年から27年の累計）の前刑出所時の帰住先別構成比を，総数・

女性別，精神状況別に見るとともに，これを前刑出所事由別に見ると，2-2-6-3図のとおりであ

る。

総数では，共通して仮釈放者の方が満期釈放者よりも「親族」の割合が高かったが，精神障

害のない者と比べて，知的障害を有する者ではその割合はいずれも低く，知的障害以外の精神

障害を有する者ではその割合はいずれも高かった。また，知的障害を有する者は，精神障害の

ない者に比べて，仮釈放者，満期釈放者共に「配偶者」の割合が低く，仮釈放者では「雇主」，

満期釈放者では「社会福祉施設」の割合がそれぞれ高く，満期釈放者では「親族」の割合が顕

著に低かった。知的障害以外の精神障害を有する者は，精神障害のない者と比べて，仮釈放者

では「更生保護施設等」の割合が低く，満期釈放者では，構成比に大きな差がなかった。

女性について見ると，知的障害以外の精神障害を有する女性のうち，仮釈放者は，精神障害

のない者と比べて「父・母」の割合が高い（42.7％）一方，「配偶者」の割合が低く，満期釈放

者は，「父・母」の割合が高いほかには，構成比に大きな差はなかった。
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2-2-6-3図 再入者の前刑出所時の帰住先別構成比（総数・女性別，精神状況別，前刑出所事由別）

①　総数 （平成27年)
ア　精神障害なし

イ　知的障害

ウ　知的障害以外の精神障害

13.113.1

38.538.5

0.8

3.83.8

5.45.4

7.77.7

3.13.1

3.83.8

3.83.8

7.77.7

0.8

5.85.8

10.010.0

3.83.8

6.26.2

25.025.0

56.956.9

3.83.8

前刑満期釈放
（130)

前刑仮釈放
（52)

親族 53.8%

親族 22.3%

21.821.8

44.644.6

6.26.2

9.89.8

4.44.4

6.76.7

3.33.3

4.74.7

7.17.1

9.09.0

0.7

0.8

1.4
3.23.2

22.922.9

51.851.8

1.4

前刑満期釈放
（1,077)

前刑仮釈放
（641)

親族 65.8%

親族 35.7%

20.620.6

38.938.9

6.96.9

10.610.6

4.94.9

5.35.3

3.2

3.93.9

7.87.8

7.07.0

1.0

1.2

1.0

0.2

4.24.2

31.231.2

50.450.4

1.7

前刑満期釈放
（5,499)

前刑仮釈放
（5,225)

親族 58.7％

親族 35.6%

②　女性 （平成23年～27年の累計)
ア　精神障害なし

イ　知的障害

ウ　知的障害以外の精神障害

22.022.0

32.632.6

11.611.6

17.717.7

5.65.6

6.36.3

12.212.2

13.713.7

14.214.2

8.88.8

0.1

雇主 0.1

1.8

社会福祉施設 0.1

6.16.1

19.519.5

26.526.5

1.1

前刑満期釈放
（1,140)

前刑仮釈放
（2,503)

親族 70.4%

親族 51.4%

17.617.6

50.050.0

5.95.9

8.38.325.025.0

5.95.9 5.95.9

8.38.3

11.811.8

8.38.3

5.95.9 47.147.1前刑満期釈放
（17)

前刑仮釈放
（12)

親族 83.3%

親族 29.4%

30.430.4

42.742.7

11.911.9

10.810.8

4.84.8

5.95.9

9.69.6

9.19.1

14.914.9

10.410.4

0.8

社会福祉施設 0.2

5.35.3

20.520.5

22.022.0

0.3

0.3
前刑満期釈放

（395)

前刑仮釈放
（623)

父・母 配偶者 兄弟姉妹 その他の親族 知人 雇主 社会福祉施設 更生保護施設等 その他

親族 68.5%

親族 56.7%

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 前刑出所前の犯罪により入所した者を除く。
５ 前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者に限る。
６ 「帰住先」は，刑事施設を出所後に住む場所である。
７ 「配偶者」は，内縁関係にある者を含む。
８ 「更生保護施設等」は，更生保護施設，就業支援センター及び自立更生促進センターである。
９ 「その他」は，帰住先が不明，暴力団関係者，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局への身柄引渡し等である。
10 （ ）内は，実人員である。



ウ 再犯期間

平成27年の再入者（女性は23年から27年の累計）の再犯期間別構成比を，総数・女性別に見

るとともに，これを精神状況別に見ると，2-2-6-4図のとおりである。

総数では，知的障害を有する者は，精神障害のない者と比べて，再犯期間が「３月未満」，「６

月未満」の割合が高く，６月未満で再犯に及んだ者が33.0％であるなど，再犯期間が短い者の

割合が高かった。他方で，知的障害以外の精神障害を有する者は，精神障害のない者と比べて，

構成比に大きな差がなかった。

女性についても，実数が少ない点に留意する必要はあるが，知的障害を有する者は，精神障

害のない者及び知的障害以外の精神障害を有する者と比べて，再犯期間が短い者が多い傾向が

見られた。
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2-2-6-4図 再入者の再犯期間別構成比（総数・女性別，精神状況別）

①　総数 （平成27年)

②　女性 （平成23年～27年の累計)

10.310.3

17.617.6

11.311.3

9.89.8

15.415.4

11.411.4

16.616.6

13.713.7

19.019.0

21.121.1

18.718.7

21.421.4

12.612.6

13.213.2

12.012.0

14.614.6

11.011.0

13.213.2

15.015.0

10.410.4

11.811.8

精神障害なし
（10,725)

知 的 障 害
（182)

知的障害以外
の精神障害

（1,718)

6.16.1

13.813.8

7.97.9

8.58.5

6.96.9

11.511.5

16.216.2

27.627.6

16.716.7

24.724.7

6.96.9

22.722.7

14.614.6

17.217.2

13.913.9

15.815.8

20.720.7

14.014.0

14.214.2

6.96.9

13.313.3

精神障害なし
（3,644)

知 的 障 害
（29)

知的障害以外
の精神障害

（1,018)

３年未満 ５年未満 ５年以上
６月未満

３月未満

６月未満 １年未満３月未満 ２年未満 ３年未満 ５年未満 ５年以上

１年未満 ２年未満

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 前刑出所前の犯罪により入所した者を除く。
５ 「再犯期間」は，前回の刑の執行を受けて出所した日から再入に係る罪を犯した日までの期間をいう。
６ （ ）内は，実人員である。



平成27年の再入者（女性は23年から27年の累計）の再犯期間別構成比を，総数・女性別，精

神状況別に見るとともに，これを前刑帰住先別に見ると，2-2-6-5図のとおりである。

帰住先が「親族」の者については，１年未満で再犯に至った者の割合が，知的障害を有する

者（35.1％）と知的障害以外の精神障害を有する者（34.0％）とではほとんど差がなく，精神

障害のない者（29.3％）と比べると高いが，いずれも「親族」以外の前刑帰住先の者よりも低

かった。

帰住先が「親族」である者，又は「知人・雇主・更生保護施設等」である者を見ると，知的

障害を有する者は，知的障害以外の精神障害を有する者及び精神障害のない者と比べて，６月

未満で再犯に至った者の割合が高かった。知的障害以外の精神障害を有する者については，精

神障害のない者と比べて構成比に大きな差はなく，女性も同様の傾向であった。
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2-2-6-5図 再入者の再犯期間別構成比（総数・女性別，精神状況別，前刑帰住先別）

①　総数 （平成27年)
　ア　精神障害なし

　イ　知的障害

　ウ　知的障害以外の精神障害

8.88.8 15.815.8 10.510.5 26.326.3 14.014.0 14.014.0 10.510.5親　　　　　族
（57)

22.422.4 14.314.3 18.418.4 14.314.3 10.210.2 10.210.2 10.210.2
知人・雇主・
更生保護施設等

（49)

21.121.1 15.815.8 13.213.2 15.815.8 14.514.5 9.29.2 10.510.5そ　　の　　他
（76)

8.38.3 9.39.3 16.416.4 21.621.6 12.512.5 16.016.0 16.016.0親　　　　　族
（807)

11.911.9 13.413.4 21.521.5 23.023.0 9.99.9 11.611.6 8.78.7
知人・雇主・
更生保護施設等

（344)

15.215.2 13.113.1 21.321.3 20.120.1 12.512.5 10.210.2 7.67.6そ　　の　　他
（567)

6.16.1 8.28.2 15.015.0 21.421.4 13.113.1 16.716.7 19.519.5親　　　　　族
（5,025)

9.19.1 10.710.7 18.418.4 21.921.9 13.413.4 14.114.1 12.412.4
知人・雇主・
更生保護施設等

（2,843)

19.019.0 11.611.6 17.517.5 19.619.6 10.710.7 11.611.6 9.99.9そ　　の　　他
（2,857)

６月未満
３月未満

１年未満 ２年未満 ３年未満 ５年未満 ５年以上

６月未満６月未満
３月未満３月未満

１年未満１年未満 ２年未満２年未満 ３年未満３年未満 ５年未満５年未満 ５年以上５年以上

②　女性 （平成23年～27年の累計)（平成23年～27年の累計)
　ア　精神障害なし

　イ　知的障害

　ウ　知的障害以外の精神障害

4.24.2 7.87.8 14.314.3 25.325.3 15.015.0 17.317.3 16.116.1親　　　　　族
（2,347)

6.26.2 8.68.6 20.920.9 24.524.5 15.715.7 13.713.7 10.410.4
知人・雇主・
更生保護施設等

（966)

19.619.6 12.412.4 16.016.0 20.520.5 8.28.2 10.910.9 12.412.4そ　　の　　他
（331)

13.313.3 6.76.7 33.333.3 26.726.7 6.76.7 13.313.3親　　　　　族
（15)

16.716.7 33.333.3 16.716.7 33.333.3
知人・雇主・
更生保護施設等

（６)

25.025.0 12.512.5 12.512.5 12.512.5 37.537.5そ　　の　　他
（８)

7.47.4 9.29.2 15.215.2 22.922.9 14.914.9 14.714.7 15.715.7親　　　　　族
（651)

6.56.5 14.014.0 22.322.3 22.722.7 11.211.2 14.014.0 9.49.4
知人・雇主・
更生保護施設等

（278)

15.715.7 20.220.2 10.110.1 21.321.3 15.715.7 9.09.0 7.97.9そ　　の　　他
（89)

注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 入所時の精神診断による。精神診断の結果が不詳の者及び精神診断を受けられなかった者を除く。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 前刑出所前の犯罪により入所した者を除く。
５ 「再犯期間」は，前回の刑の執行を受けて出所した日から再入に係る罪を犯した日までの期間をいう。
６ 「親族」は，父・母，配偶者（内縁関係にある者を含む），兄弟姉妹，その他の親族をいう。
７ 「更生保護施設等」は，社会福祉施設，更生保護施設，就業支援センター及び自立更生促進センターである。
８ 「その他」は，帰住先が不明，暴力団関係者，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局への身柄引渡し等である。
９ （ ）内は，実人員である。



（２） 保護観察

仮釈放者及び保護観察付執行猶予者について，有前科者の保護観察開始人員及び有前科者率

の推移（最近10年間）を，精神状況別に見ると，2-2-6-6図のとおりである。

ア 仮釈放者

精神障害のない者は，最近10年間において，仮釈放者の人員が減少する一方，そのうちの有

前科者の人員はおおむね横ばいで，有前科者率は77〜83％台で推移した。知的障害を有する者

は，仮釈放者の人員の増加に伴い，有前科者の人員も約1.6倍に増加し，特に懲役・禁錮（実刑）

の前科のある者が増加した。有前科者率は，精神障害のない者と比べて一貫して高く，

78〜92％台で推移した。知的障害以外の精神障害を有する者は，知的障害を有する者よりも人

員が多いだけでなく，平成23年以降その増加が著しく，仮釈放者，そのうちの有前科者の人員

共におおむね一貫して，増加傾向にあり，有前科者率は，精神障害のない者と比べて，一貫し

て高く，83〜90％台で推移した。また，知的障害を有する者と同様，特に懲役・禁錮（実刑）

の前科のある者の増加が顕著であった。

イ 保護観察付執行猶予者

精神障害のない者は，最近10年間において，保護観察付執行猶予者，そのうちの有前科者の

人員共に減少し，有前科者率は52〜59％台で推移した。知的障害を有する者のうち，有前科者

の人員はおおむね増加傾向にあるが，有前科者率は，精神障害のない者と比べて，一貫して低

く，37〜54％台で推移した。知的障害以外の精神障害を有する者についても，保護観察付執行

猶予者，そのうちの有前科者の人員共におおむね増加傾向にあり，特に懲役・禁錮（実刑）の

前科のある者は約3.5倍に増加した。有前科者率は，48〜61％台で推移した。
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2-2-6-6図 保護観察開始人員中の有前科者人員（前科の種類別）・有前科者率の推移（精神状況別）

（平成18年～27年）①　仮釈放者

ウ　知的障害以外の精神障害イ　知的障害ア　精神障害なし

ウ　知的障害以外の精神障害イ　知的障害ア　精神障害なし

②　保護観察付執行猶予者
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注 １ 法務省大臣官房司法法制部の資料による。
２ 保護観察開始時の精神状況による。
３ 「知的障害以外の精神障害」は，人格障害，神経症性障害及びその他の精神障害をいう。
４ 「有前科者」は，今回の保護観察開始前に罰金以上の刑に処せられたことがある者をいう。
５ 「有前科者率」は，保護観察開始人員に占める有前科者の人員の比率をいう。
６ 前科の有無が不詳の者を除く。
７ 複数の前科を有する場合，懲役・禁錮（実刑）の前科がある者は「懲役・禁錮（実刑）の前科あり」に，懲役・禁錮（実刑）の前科がなく，
かつ懲役・禁錮（執行猶予）の前科がある者は「懲役・禁錮（執行猶予）の前科あり」に，罰金の前科のみがある者は「罰金前科あり」に，
それぞれ計上している。
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